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津別町地域福祉計画・地域福祉実践計画策定にあたって 

 

全国的に少子高齢化・人口減少が進む中、津別町においても、 

1960（昭和35）年の15,676人をピークとして、現在に至るまで 

人口減少が進んでいます。高齢化率も45％を超える状況が続き、 

今後ますます少子高齢化・人口減少は進行することが予測され 

ています。 

こうした社会構造の変化の中で、精神的不安、ひきこもり、 

虐待、自殺等が社会問題となっており、生活の困難さを抱えな 

がらも相談できない、あるいは、適切な支援に結びつかず課題 

が深刻化するケースが増えている状況です。 

このような地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な福祉サービス

提供体制を整備するため、令和 3 年 4 月に社会福祉法が改正され「重層的支援体制整備事

業」が創設されました。津別町においても、国の創設に併せて事業実施を開始し、包括的

な支援体制の構築に努めてきたところです。 

こういった取り組みを含め、津別町、津別町社会福祉協議会とともに、町民の皆様が地

域の担い手として地域の様々な活動に自主的に参画する地域福祉体制を作り上げていくた

め、第 3 期津別町地域福祉計画・第 6 期津別町地域福祉実践計画を策定しました。今期に

おいては、こども家庭センターの設置や成年後見制度利用促進、再犯の防止等に関する取

組の推進等について、新たな計画の中に盛り込んでいます。 

本計画においては、前期に引き続き「助け合い見守りで安心して住み続けられるまち つ

べつ“誰もが楽しく健やかに”」を基本理念に掲げ、地域の人が手を取り合い、楽しく笑

いながら住み慣れた地域で安心して住み続けられる町を目指します。 

 

最後になりますが、本計画の策定において、津別町地域福祉計画策定委員会の皆様に熱

心にご議論いただくとともに、町民アンケート調査や自治会座談会等を通じ、町民の皆様

をはじめ、関係者の皆様から貴重なご意見・ご提案をいただきましたことに、心からお礼

を申し上げます。 

 

 

令和 7年 3月 

 

 

                   津別町長  佐 藤 多 一 

 

 

 

 



 

誰ひとり取り残さない 
支え合いのまちづくりを進めよう‼ 

 

「第3期地域福祉計画・第6期地域福祉実践計画」が、町民アン 

ケートや自治会座談会で町民の皆さんから多くのご意見をいただ 

き、その声をもとに策定委員会の皆さんでまとめていただき、完 

成することができました。 

近年、地域社会においては、地域へのつながりが弱くなり支え合いの力が低下するとと

もに、単身高齢者の増加など家族機能の低下が進んでいます。 

一方で、地域の福祉ニーズは、多様化・深刻化・潜在化の様相を呈してきているといわ

れています。「8050問題」に代表されるひきこもり等の社会的孤立を始めとして、ヤング

ケア、ダブルケアなどへの対応は、これからの地域福祉にとって必須な事業にしていかな

ければならない事業でもあります。 

国はこうした社会構造の変化を踏まえ、様々な地域生活課題を抱えながらも、住み慣れ

た地域で自分らしく暮らしていけるよう、地域住民が支え合い、一人ひとりの暮らしと生

きがい、地域をともにつくっていくことのできる「地域共生社会」の実現に向けた体制整

備などが進められています。 

津別町では、この考えのもと令和3年度から重層的支援体制整備事業を実施していますが、

今計画の中でもこの事業の推進と合わせ、成年後見制度の利用促進、罪を犯した人への再

犯防止の推進、子ども家庭センターの設置などが盛り込まれているところです。 

私たち社会福祉協議会では、今回策定された計画をもとに理事会や評議員会で具体的議

論を進めながら、地域住民や関係機関との協働により、誰ひとり取り残さない支え合いの

まちづくりを目指して取り組んでいきます。 

 

最後になりましたが、計画策定にあたり、熱心な議論を交わしていただいた策定委員会

委員の皆さん、アンケートや自治会座談会等における貴重なご意見をいただいた皆さん、

そして関係機関の皆さんに心より厚くお礼申し上げます。 

 

 

 

  令和 7年 3月 

 

社会福祉法人 津別町社会福祉協議会 

                     会 長    山 田  英 孝 
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第１章 

第 3期地域福祉計画・第 6期地域 
福祉実践計画策定にあたって 

           

１ 計画策定の趣旨 

■計画策定の背景 

津別町の総人口は、1960（昭和 35）年の 15,676 人をピークとして、現在に至るま

で減少しており、近年その減少に拍車がかかっています。高齢化率が 45.54％（令和

6年 12 月末）で、高齢者のひとり世帯・夫婦世帯が抱える課題や、何かしらの理由で

ひきこもり状態にある方等、制度の狭間で支援を必要としている方に気づかなくなっ

ている現状があります。 

少子高齢化・人口減少社会により、人々の福祉ニーズの多様化のためによる公的サ

ービスだけでは対応できない状況や、生活不安やコミュニティ機能の喪失等から精神

的不安・ひきこもり・虐待・ＤＶ・自殺等の様々な問題を抱えています。この危機を

乗り越えるためには、一つひとつの地域の力を強化し、その持続可能性を高めていく

ことが必要で、福祉の領域を超え、地域全体が直面する課題を考えていくことが求め

られています。 

平成 12 年 6 月の社会福祉事業法等の改正により、市町村地域福祉計画は、地域福

祉推進の主体である地域住民等の参加を得て、地域生活課題を明らかにするとともに、

その解決のために必要となる施策等や目標を設定し、計画的に整備していくとされま

した。 

国においては、「地域共生社会」を実現するため、平成 29 年 2 月に厚生労働省から

示された「『地域共生社会』の実現に向けて（当面の改革工程）」に基づき、社会福祉

法の一部改正を含む「地域包括ケアシステム強化のための介護保険法等の一部を改正

する法律」が平成 29 年 6 月に公布され、平成 30 年 4 月に社会福祉法が改正されまし

た。 

さらにその後、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な福祉

サービス提供体制を整備する観点から、令和 3 年 4 月に社会福祉法が改正されまし

た。 

平成 30 年の社会福祉法の改正では、近年多様化する地域課題に対応し、地域共生

社会の実現に向け、「支え手」と「受け手」の垣根を超えて、地域住民が支え合うこと

ができる「我が事・丸ごと」の地域づくり・包括的な支援体制の整備を進めるための

規定が見直され、地域福祉計画に、各分野に共通して取り組むべき事項及び町の包括

的な支援体制整備の支援を定める計画として位置付けられ、任意から努力義務に変更

されています。 

また、令和 3年の社会福祉法の改正では、新たな事業として「重層的支援体制整備

事業」が創設されました。この事業は、市町村において、既存の相談支援等の取組を
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活かしつつ、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制

を構築するため、Ⅰ属性を問わない相談支援、Ⅱ参加支援、Ⅲ地域づくりに向けた支

援を一体的に実施する事業で、希望する市町村が任意で取り組むことができる事業と

して創設されました。 

          社会福祉法（抜粋） 

第１条（目的） 

 この法律は、社会福祉を目的とする事業の全分野における共通的基本事項を定め、

社会福祉を目的とする他の法律と相まって、福祉サービスの利用者の利益の保護及

び地域における社会福祉（以下「地域福祉」という。）の推進を図るとともに、社会

福祉事業の公明かつ適正な実施の確保及び社会福祉を目的とする事業の健全な発

達を図り、もって社会福祉の増進に資することを目的とする。 

第１０６条の３（包括的な支援体制の整備） 

 市町村は、次条第２項に規定する重層的支援体制整備事業をはじめとする地域の

実情に応じた次に掲げる施策の積極的な実施その他の各般の措置を通じ、地域住民

等及び支援関係機関による、地域福祉の推進のための相互の協力が円滑に行われ、

地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制を整備するよう努め

るものとする。 

第１０６条の４（重層的支援体制整備事業） 

 市町村は、地域生活課題の解決に資する包括的な支援体制を整備するため、前条

第一項各号に掲げる施策として、厚生労働省令の定めるところにより、重層的支援

体制整備事業を行うことができる。 

２ 前項の「重層的支援体制整備事業」とは、次に掲げるこの法律に基づく事業及

び他の法律に基づく事業を一体のものとして実施することにより、地域生活課題を

抱える地域住民及びその世帯に対する支援体制並びに地域住民等による地域福祉

の推進のために必要な環境を一体的かつ重層的に整備する事業をいう。 

 

 

・地域共生社会・・・制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、

地域住民や地域の多様な主体が『我が事』として参画し、人と人、人と資源

が世代や分野を超えて『丸ごと』につながることで、住民一人ひとりの暮ら

しと生きがい、地域をともに創っていく社会（平成２９年２月７日厚生労働

省「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部決定） 

・地域包括ケアシステム・・・団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年を目途に、高齢者が住み慣

れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、「住

まい」「医療」「介護」「予防」「生活支援」が切れ目なく一体的に提供される体

制のこと 

 

 

http://ord.yahoo.co.jp/o/image/_ylt=A7dPdD35C_dU8XsAFDmU3uV7;_ylu=X3oDMTBiNzloa3JsBHZ0aWQDanBjMDAx/SIG=120uhi7ci/EXP=1425563001/**https:/t.pimg.jp/011/165/244/1/11165244.jpg
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■「地域福祉計画」とは 

 「地域福祉計画」とは、社会福祉法第１０７条の規定に基づき、本町における「地

域の支え合いによる福祉（地域福祉）」を推進するため、人と人とのつながりを基本と

して、地域の様々な福祉の課題を明らかにし、その解決に向けた取組を進め、「ともに

生きる地域社会づくり」を目指すための「理念」と「仕組み」をつくる計画です。 

 

社会福祉法（抜粋） 

第１０７条（市町村地域福祉計画） 

 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める

計画（以下「市町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努めるものとする。 

(1) 地域における高齢者の福祉、障がい者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、 

共通して取り組むべき事項 

(2) 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

(3) 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

(4) 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

(5) 前条第１項各号に掲げる事業を実施する場合には、同項各号に掲げる事業に 

関する事項 

 ２ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、又は変更しようとするときは、あら 

かじめ、地域住民等の意見を反映させるよう努めるとともに、その内容を公表す 

るよう努めるものとする。 

 ３ 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画について、調査、分析 

及び評価を行うよう努めるとともに、必要があると認めるときは、当該市町村地 

域福祉計画を変更するものとする。 

 

 

■「地域福祉実践計画」とは 

 「地域福祉実践計画」は、地域住民やボランティア団体、福祉や介護の事業者等の

民間団体が相互に協力して地域福祉を推進していくことを目的とする民間の活動・行

動計画です。 

 地域福祉計画との整合性を図りながら、社会福祉法第１０９条の規定で地域福祉の

推進役として位置づけられた社会福祉協議会が、中心となって策定するものです。 

 

            社会福祉法（抜粋） 

 第１０９条（市町村社会福祉協議会及び地区社会福祉協議会） 

  市町村社会福祉協議会は、一又は同一都道府県内の二以上の市町村の区域内に 

おいて次に掲げる事業を行うことにより地域福祉の推進を図ることを目的とする 

団体であって、その区域内における社会福祉を目的とする事業を経営する者及び 

社会福祉に関する活動を行う者が参加し、かつ、指定都市にあってはその区域内 
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における地区社会福祉協議会の過半数及び社会福祉事業又は更生保護事業を経営 

する者の過半数が、指定都市以外の市及び町村にあってはその区域内における社 

会福祉事業又は更生保護事業を経営する者の過半数が参加するものとする。 

１ 社会福祉を目的とする事業の企画及び実施 

２ 社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助 

３ 社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成 

４ 前三号に掲げる事業のほか、社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図る 

ために必要な事業 

 

 

■両計画の一体的な策定 

誰もが住み慣れた地域で安心して暮らし続けていける地域社会をつくっていくた

めには、町民のみなさん一人ひとりが共に手を取り合い福祉活動の担い手として、地

域の様々な活動に自主的に参画する地域福祉体制を作り上げていく必要があります。 

このため、津別町と津別町社会福祉協議会では、それぞれが策定する「地域福祉計

画」と「地域福祉実践計画」の連携により地域福祉を推進するというこれまでのスタ

イルを一歩進めて、町と社会福祉協議会が協働で津別町の一つの地域福祉に関する計

画を一体的に策定することとし、平成２７年度より策定しています。 

 

２ 地域福祉とは 

 地域福祉とは、私たちが日頃生活している地域には、こどもから高齢者、障がいの

ある人や日常生活に困難性のある人等、様々な人たちが暮らしています。その全ての

人たちが住み慣れた地域で安心して暮らしていくために、町や社会福祉協議会、事業

者、ボランティア団体のほか地域の住民自身も支え合い、助け合いながら問題解決に

向けて一緒に地域社会を築いていく取組のことです。 

 地域社会では、少子高齢化の進展による世帯の小規模化とそれに伴う家族機能の弱

体化、近隣同士の付き合いの希薄化、加えて、厳しさを増す社会経済情勢による貧困

の拡大等が、私たちの暮らしに大きな影響を与えています。そのため、これからも様々

な生活課題や福祉問題が多様化、複雑化、潜在化していくものと予想されます。 

 このような生活課題や福祉問題に対し、地域住民や地域活動を行う人たち、福祉サ

ービス事業者等が、行政機関や社会福祉協議会の職員と協働し、それぞれの役割や特

性を活かしつつ、地域社会でともに暮らす人たちが互いに支え合い、助け合いながら、

より良い方策を見出していこうというのが、地域福祉の基本的な考え方です。 
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            社会福祉法（抜粋） 

 第４条（地域福祉） 

  地域福祉の推進は、地域住民が相互に人格と個性を尊重し合いながら、参加し、 

共生する地域社会の実現を目指して行わなければならない。 

 ２ 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動 

 を行う者（以下「地域住民等」という。）は、相互に協力し、福祉サービスを必要と

する地域住民が地域社会を構成する一員として日常生活を営み、社会、経済、文化

その他あらゆる分野の活動に参加する機会が確保されるように、地域福祉の推進に

努めなければならない。 

 ３ 地域住民等は、地域福祉の推進に当たっては、福祉サービスを必要とする地域

住民及びその世帯が抱える福祉、介護、介護予防（要介護状態若しくは要支援状態

となることの予防又は要介護状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化の防止

をいう。）、保健医療、住まい、就労及び教育に関する課題、福祉サービスを必要と

する地域住民の地域社会からの孤立その他の福祉サービスを必要とする地域住民

が日常生活を営み、あらゆる分野の活動に参加する機会が確保される上での各般の

課題（以下「地域生活課題」という。）を把握し、地域生活課題の解決に資する支援

を行う関係機関（以下「支援関係機関」という。）との連携等によりその解決を図る

よう特に留意するものとする。 

 

 

 

■「自助」「互助」「共助」「公助」の役割 

 これからの地域社会では、地域住民一人ひとりが地域社会を構成する大切な一員で

あることを認識し、様々な立場の人たちが協力しながら、地域福祉を進めていくこと

が求められています。 

 地域に住む全ての人たちにとって住みやすい場所となるためには、公的な制度によ

る福祉サービスが整備される「公助」だけでなく、家族を含めた自らの活動による「自

助」や、隣近所や住民同士等がお互いに支え合い、助け合うことによる「互助」が大

切になります。同時に、地域住民や地域活動を行う人たちや福祉サービス事業者等に

よる地域で組織化された活動である「共助」は、家族機能の弱さや近隣住民同士の希

薄化等により自助や互助の「力」が低下するなか、その重要性が問われています。 
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地域福祉の向上に向けた４つの助けの輪 
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く、公的な制度としての福祉サービスの提供 
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３ 計画期間と位置づけ 

■計画期間 

 本計画の期間は、令和７年度から令和１１年度までの５年間とします。 

 また、社会状況の変化や関連計画との整合性を図るため、必要に応じて見直しを行

うものとします。 

 

■計画の位置づけ 

  本計画は、社会福祉法第１０７条に基づく「津別町地域福祉計画」と、社会福祉協

議会が策定する「地域福祉実践計画」を一体的に策定するものです。なお、本計画は、

津別町重層的支援体制整備事業実施計画、津別町成年後見制度利用促進計画、津別町

地方再犯防止推進計画を包含する計画として策定します。 
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第６期津別町地域福祉実践計画（令和 7年度～令和 11 年度） 
（津別町社会福祉協議会） 
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津別町地方再犯防止推進計画 
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４ 計画の策定方法 

 

（１）意見の把握 

  本計画の策定に当たり、次のような方法で、町民、自治会等の意見の聴く場を設

け、その意向の反映を図りました。 

 ①アンケート調査 

   町民の地域福祉に対する意向や地域福祉活動への参加状況等を幅広く聴くと

ともに、地域福祉についての評価の把握等町民アンケート調査を実施しました。 

 

 ≪町民アンケート調査≫ 

項    目 内        容 

調 査 地 域 津別町全域 

調 査 対 象 津別町在住の 15 歳以上の男女 

調 査 数 600 人 

抽 出 方 法 住民基本台帳から無作為抽出 

調 査 方 法 
・郵送による配布 

・郵送・ＷＥＢによる回収（回答者が選択可能） 

調 査 期 間 令和 6年 6月 17 日から 7月 3日まで 

回収数・率 199 人（回収率 33.2％） 

 

 ②自治会座談会の開催 

住み慣れた津別で暮らし続けていくために、職員と語る座談会を地区ごとに行

い、生活課題解決に向け、町・社会福祉協議会・住民のそれぞれの役割分担につ

いて語り合いました。 

   参加者を 4～5 人にグループ分けし、職員 2 人を含めグループ討論を行い、討

論後、話がされた内容を参加者全体で共有するため、各グループからの発表を行

いました。 

ⅰ 生活ニーズとして、この町で暮らし続けていくために必要な集まりやサービ

ス等具体的方策を出し合うため、不安に感じていることやこんな良いところが

あると感じていることを出し合いました。 

ⅱ ⅰで出てきたことの中から不安な点から１つ、良いところから 1つ出し合い、

選んだ生活課題の理由とともに、解決のための方策と誰がするのかを検討しま

した。 
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≪開催状況≫ 

実施日 会場 対象地域 参加者 

令和 6年 10 月 17 日 

13：30～15：30 

町民会館大会議室 本町、幸町 住民：11 人 

職員：10 人 

 計：21 人 

令和 6年 10 月 18 日 

14：00～16：00 

豊永寿の家 豊永第 2・第 4 住民：8人 

職員： 9 人 

 計：17 人 

令和 6年 10 月 25 日 

14：00～16：00 

共和生きがいセン

ター 

共和第 2・第 3・

第 4 

住民：8人 

職員：7人 

 計：15 人 

令和 6年 10 月 28 日 

10：00～12：00 

西町寿の家 緑町第 1・第 3、

西町 

住民：14 人 

職員：9人 

 計：23 人 

令和 6年 11 月 12 日 

14：00～16：00 

相生公民館 相生中央・第 2、

布川 

住民：3人 

職員：9人 

 計：11 人 

計 13/49 自治会 

住民参加者：44 人 

職員延参加者：44 人 

延参加者：88 人 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 共和第 2・第 3・第 4自治会座談会

豊永第 2・第 4自治会 

座談会

本町・幸町自治会座談会
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第２章 地域を取りまく現状と課題 
 

１ 地域福祉を取りまく国の動向 

○高齢化や単身世帯の増加、社会的孤立等の影響により、人々が暮らしていく上での

課題は、様々な分野の課題が絡み合って「複雑化」し、また、個人や世帯において

複数の分野にまたがる課題を抱える等「複合化」しています。 

 

○これらは、介護保険制度、障がい者支援制度、子ども・子育て支援制度等の単一の

制度のみでは解決が困難な課題であり、対象者別・機能別に整備された公的支援に

ついても、課題を世帯としてとらえ、複合的に支援していくことが必要とされてい

ます。 

 

○一方、少子高齢化・人口減少という国及び地域が抱えている大きな課題は、国全体

の経済・社会の存続の危機に直結する大きな課題であるといえます。人口減少によ

り多くの地域では社会経済の担い手の減少や福祉人材確保の困難を招き、地域の活

力や持続可能性を脅かす課題を抱えています。 

 

○これらの社会構造の変化等を背景として、地域・家庭・職場といった生活の様々な

場において、支え合いの基盤が弱まってきています。暮らしにおける人と人とのつ

ながりが弱まる中で孤立し、生活に困難を抱えながらも誰にも相談できない、ある

いは、適切な支援に結びつかないこと等深刻化しているケースが増えています。 

 

○人々が様々な地域生活課題を抱えながらも、住み慣れた地域で自分らしく暮らして

いけるよう、地域住民等が支え合い、一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をとも

に創っていくことのできる「地域共生社会」の実現に向けた体制整備等が進められ

ています。 

 

○地域共生社会の実現は、制度・分野ごとの「縦割り」では解決できない課題（複合

的課題、制度の狭間等）の存在や社会的孤立・社会的排除への対応、また、地域の

「つながり」の弱まりや地域の持続可能性の危機等の諸問題に対応するため、『公

的支援』と『地域づくり』の仕組み、双方の転機を目指すものです。 

 

○厚生労働省においては、改革の基本コンセプトとして「地域共生社会」の実現を掲

げ、「ニッポン一億総活躍プラン」（平成 28 年 6 月 2 日閣議決定）や、「『地域共生

社会』の実現に向けて（当面の改革工程）」（平成 29 年 2 月 7 日 厚生労働省「我

が事・丸ごと」地域共生社会実現本部決定）に基づいて、その具体化に向けた改革

を進めています。 
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○地域共生社会の実現に向けた改革の一環として、2017（平成 29）年 5月に「地域包

括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律」により、社会

福祉法が改正され、2018（平成 30）年 4月に施行されました。 

 

○「当面の改革工程」でも示されているとおり、地域共生社会の実現に向けて、「地域

課題の解決力強化のための体制の全国的な整備のための支援方策（制度のあり方を

含む）」や「保健福祉行政横断的な包括的支援のあり方」等が、今後の検討課題とさ

れています。 

 

○地域共生社会の実現に向けた包括的な支援体制については、高齢者を対象とする

「地域包括ケアシステム」における「必要な支援を包括的に確保する」という理念

を普遍化し、高齢者のみならず、障がい者、子ども・子育て・家庭、そして生活困

窮者支援等、生活上の困難を抱える地域住民への包括的な支援体制とするものと理

解できます。そして、その土台として「地域力の強化」が位置付けられています。 

 

〇2021 年（令和 3年）度に社会福祉法の一部改正により、「重層的支援体制整備事業」

が創設され、複雑化・複合化された問題に対応するため「属性を問わない相談支援」、

「参加支援」、「地域づくりに向けた支援」の３つの支援を一体的に実施し、包括的

な支援体制を構築することが求められています。 

 

出典：厚生労働省 
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２ 津別町の現状 

（１）人口の推移 

  津別町の総人口は、1960（昭和 35）年の 15,676 人をピークとして、1980（昭和

55）年に 1 万人を割り、2010（平成 22）年では 1960 年に比べ 1万人減少し、近年

その減少に拍車がかかっています。 

 

                 出典：国勢調査及び人口問題研究所将来推計人口より 

 

 令和 6年 12 月 31 日現在では、総人口 3,970 人となり、5歳刻みの年齢では、男性

で 70 歳～74 歳までが 202 人と多く、女性では、男性と同じく 70 歳～74 歳までが 231

人と最も多くなっています。 

 年少人口・生産年齢人口では、男性は 15 歳～19 歳までが 40 人と少なく、女性では

0歳～4歳までが 26 人と最も少なくなっています。 
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出典：令和元 6年 12 月末津別町住民基本台帳より 

 

 

 

津別町の平均余命・平均自立期間（令和 4年度） 

出典：津別町データーヘルス計画より 
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（２） 少子高齢化の進行 

少子化傾向から、0～14 歳の年少人口も一貫して減

少し、2035（令和 17）年には 235 人と推計されます。 

高齢者人口は、2010（平成 22）年に 2,109 人とピ

ークを迎えた後、2050（令和 32）年には 907 人と大

きく減少していくことが推計されます。高齢者人口

の 75 歳以上の割合は、2010（平成 22）年には、半数

を超え 1,152 人で、2050（令和 32）年には 627 人と

なり、65 歳～74 歳までの人口の約 2倍、高齢者人口

の約 7 割が 75 歳以上となることが推計されます。
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出典：国勢調査及び人口問題研究所将来推計人口より 
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  出生数の状況では、2018（平成 30）年で 27 人をピークに、その後は減

少傾向となっていて、2021（令和 3）年では、9 人と出生数が 10 人を下回

る状況になっています。 

 
出典：津別町住民基本台帳より 

 

≪今後の人口推計≫ 

人口推計において、2025（令和 7）年と 2030（令和 12）年を比較すると、0歳か

ら 14 歳までの年少人口 333 人が 279 人となり 16.2％の減少になります。 

  15 歳から 64 歳までの生産年齢人口は、1,737 人が、1,489 人で 14.3％の減少に

なります。 

  65 歳以上の高齢者については、2010（平成 22）年の 2,109 人から徐々に減少し

て、2020（令和 2）年から生産年齢人口が、高齢者人口を下回ることになります。 

  2005（平成 17）年では、高齢者人口を約 2人（生産年齢人口と年少人口）で支え

ていたのが、2020（令和 2）年以降、約 1人で支えることとなります。 

 

（３）世帯構成の推移 

  令和 2年と令和 6年を比べると、令和 6年は 151 世帯の減となっています。これ

と比例して 1世帯当たりの人員も徐々に減少し、家族世帯の減少で高齢者の夫婦世

帯や単身世帯が増えていく傾向が認められます。 
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出典：保健福祉課           

 

 

（４）障がい者の状況 

 

  身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の所持者は、以下のとおり

です。障害者手帳所持者は年々減っていますが、療育手帳の数は微増しています。  

                                     （単位：人） 

  令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

身体障害者 

手 帳 
422 391 375 360 346 

療 育 手 帳 99 101 106 107 107 

精神障害者 

保健福祉手帳 
30 30 23 31 26 

出典：各年度 4月 1日現在、保健福祉課 

≪令和 6年 3月 31 日現在の級別状況≫ 

 身体障害者手帳                                     単位：人 

1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 計 

95 35 80 98 23 15 346 

出典：保健福祉課 
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 世帯数 1 世帯当たりの人員 

令和 2年 3月末 2,293 1.98 

令和 3年 3月末 2,266 1.95 

令和 4年 3月末 2,209 1.93 

令和 5年 3月末 2,164 1.91 

令和 6年 3月末 2,142 1.88 

令和 2年～6年の増減 △151 △0.10 

（人） （世帯） 
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≪令和 6年 12 月 31 日現在の級別状況≫ 

 療育手帳 

Ａ Ｂ 計 

36 72 108 

出展：保健福祉課 

 精神障害者保健福祉手帳 

1 級 2 級 3 級 計 

1 35 12 48 

出典：保健福祉課 

 

自立支援医療受給者証の交付状況 

自立支援医療とは、精神障がい及び当該精神障がいの治療に関連して生じた病

態や当該精神障がいの症状に起因して生じた病態に対して入院しないで行われる

医療が対象となります。 

                                 単位：人 

  令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

自立支援医療

受給者 
69 73 65 74 71 

出典：各年度 4月 1日現在、保健福祉課 

 

（５）要支援・要介護者の推移 

  平成 28 年度から総合事業への移行で 

一時要支援者数は減少しましたが、ここ 

数年は横ばいで推移しています。一方、 

全体の認定者数は減少しています。 

75 歳以上の割合が高くなるにつれ出現 

率が高くなっていくことが予想され、い 

かに重度化させないか、予防含めて対応 

が求められています。 

西町さわやか健康サロン
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出典：保健福祉課 

 

（６）ひきこもり者の状況 

 ひきこもり者の実態については、実数の把握ができていないのが現状です。 

平成 27 年に実施した「地域におけるご近所づきあいに関する調査」では、①現時

点での生活困窮者・社会的孤立者の把握、②生活困窮の状態に至るおそれのある人

の把握、③地域内の支え合いの状況及び支え合い活動のしくみ、の把握が目的でし

た。この調査で明らかになったことの 1 つとして、調査対象地区の自治会内を全戸

訪問してみると、想像以上に長期にひきこもりの状態にある人が多かったことです。

全世帯の 2.6％に相当する数であり、その数字から 50 名近い数と推計することがで

きました。長期にわたりひきこもりの状態にある人は、調査地区では全員が男性で、

半数以上が 40 歳以上であり、現時点での津別町全体の生産年齢人口に当てはめてみ

ると約 2％になります。８０５０（はちまるごーまる）問題が津別町でも起こってい

ることが明確になった調査でもありました。 

 長期のひきこもりは、社会的課題の一つであり、現在は、親が生活支援をしてい

るものと思われます。その背景や要因も多様かつ深刻でありますが、いずれも早期

のアプローチが必要であり、また、社会的居場所づくりや多様な就労の機会等、支

援のための環境整備が求められています。 

 現在、津別町社会福祉協議会において、ひきこもり支援の相談窓口として「いっ

ぽサポートステーション」を運営しています。 

 

（７）生活保護の状況 

  生活保護の世帯、人数・保護率は令和 4年度に増加した以降、年々下がってきて
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います。 

しかし、障がいにより就労が困難であることを理由に生活保護の申請をしている

ケースが増えてきています。 

 

  ≪生活保護率の推移≫                   （各年４月） 

  令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

保護世帯数 57 54 59 58 54 

被保護実人数 62 62 68 64 60 

保護率(パー

ミル) 
13.6 14.0  15.9  15.0  14.9  

出典：オホーツク振興局 

 

  ≪生活保護受給者の年代別構成≫     （令和 7年 1月現在） 
 男 女 計 

10 代 0 0 0 

20 代 1 0 1 

30 代 0 0 0 

40 代 2 2 4 

50 代 5 0 5 

60 代 7 3 10 

70 代 5 8 13 

80 代 2 12 14 

90 代 0 4 4 

計 22 29 51 

                       出典：保健福祉課 

             ※ただし、居住地特例の医療保護、施設入所者 10 名を除く 

 

 

≪生活保護世帯別区分≫       (令和 7年 1月現在) 

高齢者独居世帯（65 歳以上） 23 

高齢者夫婦世帯（65 歳以上） 2 

障がい者世帯 20 

ひとり親世帯 0 

医療保護 1 

その他 9 

合      計 55 

                       出典：保健福祉課 
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（８）自殺者の状況 

  津別町における自殺者数は、５年間で０人から３人の間を推移しています。 

  全国、全道と比較する場合、人口１０万人当たりの自殺者数を示す自殺死亡率で

は、令和 5年の全国は 17.27 人、全道が 19.88 人に対して、津別町は 71.24 人と全

国・全道を大きく上回っています。 

 

                    出典：厚生労働省（地域における自殺の基礎資料） 

  

（９）地域福祉を支える人々・団体及び推進する団体 

 

○ 地域福祉を推進する団体として、住民に一番身近な自治会があります。令和 6 年

12 月末日の世帯数は 2,133 世帯で、町内には 49 自治会があります。そのうち市街

地区自治会が 20 自治会あり、全世帯の約 80％を占めています。この構成比は 5年

前と変わっていません。また、50 戸以下の戸数の自治会は 31 自治会があり、ほと

んどが農村部に集中しています。このうち 20 戸以下の自治会が 26 自治会あるこ

とから、一定の自治会機能を果たしていくためには、自治会統合や圏域での取組

を進めていく必要がありますが、難しい課題でもあります。 

 

○ 民生委員・児童委員の定数は、令和元年 12 月の改選期より 26 人から 24 人になり

ました。高齢化率が高い地区ほど民生委員・児童委員の役割が必要な地区であり

ますが、人口減少により自治会役員の担い手や民生委員・児童委員のなり手が厳

しい状況が続き、区域割の拡大により委員の確保を行っています。今後も 75 歳以

下の人口が少ない状況では広範囲な受け持ちとならざるを得ない現状にあります。 

 

令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

自殺者数（津別町） 1 0 1 1 3

自殺死亡率(全国) 15.67 16.44 16.44 17.25 17.27

自殺死亡率(北海道) 17.89 17.56 18.13 18.56 19.88

自殺死亡率(津別町) 21.22 0.00 22.30 23.09 71.24
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○ 社会福祉協議会が委嘱していた福祉委員については、市街地区自治会を中心に選  

任をお願いしてきましたが、見直しの必要があるものの自治会との協議が進んで

いない現状です。ふれあい郵便の対象者への配布をしながらの見守り、「命のバト

ン」配布事業に伴う対象者の見守りや自治会内の福祉の集いの手伝い等々、自治

会によって活動内容の違いはあるものの、様々な福祉活動を担っています。自治

会の福祉部との関係性もあり、福祉委員については全自治会への広がりがないの

が現状です。今後、地域福祉を推進している方の拡充をしていくためにも自治会

連合会や単位自治会と十分協議を進め、連携を取ることが必要となります。 

社会福祉協議会に登録しているボランティアは、団体が 3団体（折りづる会・絵手

紙サークル・サークルぴゅあ）ですが、このほかに、登録団体ではないものの赤十

字奉仕団、保護司会、更生保護女性会、老人クラブが福祉団体として活動をしてい

ます。ボランティアの育成については、社会福祉協議会が担っています。現状とし

てボランティアの固定化や高齢化が課題としてありますが、平成 28 年から始まっ

た介護予防いきいきポイント事業により、個人ボランティアは当初 150 人を超え

る登録がありました。しかし、高齢に伴い登録者数が減少傾向にあることから、今

後とも新たなボランティアの発掘と育成を図りながらボランティア活動を推進し

ていきます。 

 

○ 町内には、住民の健康と医療・介護を支えている丸玉木材株式会社津別病院、社会

福祉法人としては、地域福祉を推進する社会福祉協議会、介護・福祉事業を営んで

いる恵和福祉会（特別養護老人ホーム・デイサービスセンター・居宅介護支援事業

所）と津別福祉会（ケアハウス）、認定こども園を運営する夢つべつがあります。

また、営利団体ではありますが介護事業を営む、株式会社ワークサポート（グルー

プホーム）、株式会社エムリンク（小規模多機能型居宅介護事業所）が上記の社会

福祉法人の他に津別の介護事業を担っています。また、障害福祉サービス事業所

の株式会社びーとを含め、町主催による事業者連絡会議を毎月開催して利用状況

等について情報交換しているほか、高齢者虐待防止ネットワーク会議や認知症高

齢者等ＳＯＳネットワーク会議等の構成団体となり、町との連携が図られていま

す。 

このほかに、ＮＰＯ法人では、障がい分野で津別町手をつなぐ育成会、北海道で

てこいランドと本来の事業とともに地域住民との触れ合いの場を持ち、地域福祉

としての役割も担ってきています。 
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３ 地域住民の声 

 

○ 自治会座談会は 13 自治会を選び、5 か所で開催しました。住み慣れた地域に暮ら

し続けていくためには、何が必要なのか、また、この地域の強みは何か、地域の生

活ニーズを明らかにし、課題解決にはどのようにしていったらよいのかを地域に

住んでいる住民自らが考えることを目的として、グループごとに話し合いを持ち

ました。 

〇 5 年前の自治会座談会では、交通や買い物支援に対する要望に加え、自治会で取り

組んでいるサロンの開設や身近な福祉相談所の拠点活動による見守りや防災の取

組に関する意見等が出されました。 

〇 今回も同様の課題が出されましたが、定着している回覧板を活用した声かけや見

守りあいの取組や、着々と広がっているサロン等高齢者が集まる場を活用した住

民同士の交流等、この 5 年間でより一層支え合い活動が広がっていることがうか

がえました。 

〇 自治会座談会では、それぞれの地域の「よいところ」の維持・向上、「心配・不安

なところ」の改善のための方策を出し合いました。主に以下のような意見が出さ

れました。 

 

（１）高齢者の元気で楽しい生活（介護予防・居場所） 

 

現在、サロン活動等や独自に行事を行っている自治会では、地域の集まりの必要

性を感じていること、また、その効果も上がっていて、見守りの場であり、みんな

の元気の場になっています。地域の支え合い活動の継続について関心が高く、参加

できない人への対応等模索が続いていますが、地域力の強さが感じられるようにな

ってきています。 

また、集まりの場の確保は、孤独・孤立対策にもつながっており、令和６年４月

１日に施行された「孤独・孤立対策推進法」が目指す「相互に支え合い、人と人と

の『つながり』が生まれる社会」をつくるために、とても重要な取組でもあります。 

高齢者の集まりの場以外にも、コロナ禍を経て若い世代が盆踊りを復活させ、地

域の輪が強まったり、新しくできた場を広く発信・活用する必要があるとの意見が

出されています。 

 

（２）住まいの確保（住居の確保） 

 

 安心・安全な生活環境が望まれますが、高齢者の独居や夫婦世帯の増加により、

除雪に対する不安は依然として多く聞かれます。除雪の担い手不足も危惧されてい

ますが、自治会では交代制による除雪隊（ボランティア）を実施していたり、人材
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活用センター、町の除雪サービスの利用等で在宅生活の継続につながっています。

また、免許証返納等による通院や買い物等の不安が出されていましたが、移動販売

車の利用や移送サービス、花バスについても関心が高く、いかにして住み続けるか

について意見が出されています。 

 

（３）生活支援・在宅サービスの確保 

 

 交通手段の確保については、花バスやタクシー、福祉有償運送等の利用について、

継続した周知や利便性の向上等について意見が出されました。ライドシェア等他の

地域での取組に関心を寄せる意見もあり、高齢化率が高い当町では、交通手段の確

保は重要な取組として継続する必要があります。 

買い物は、生協の宅配・移動販売を利用する方も多くいました。実際に自分の目

で見て買い物をする楽しみも必要であり、移動販売車を利用して、少しでも毎回購

入することで、販売車の継続を支えたいという声も聞かれました。また、市街地中

心部の買い物環境が変化したことで、より交通手段の維持・確保が重要となります。 

 広報でいろいろな制度について周知していますが、読むということが苦手な人も

います。広報誌やホームページ、ＳＮＳに加え、公共施設や医療機関、金融機関等

に設置されたデジタルサイネージも活用しながら、様々な場面、方法で情報が得ら

れる環境を整えていく必要があります。 

除雪や草刈り、ゴミ出しに関しても、高齢化する地域において大きな課題の一つ

でもあり、支える側の担い手の確保について全町的な課題となっています。 

 

（４）相談体制の確保 

 

 自治会長や民生委員・児童委員への相談から、公的な相談機関につながる事例も

ありますが、相談先がもっと住民の身近になるような体制が課題でもあります。 

 その中で、平成 28 年に旭町第 3・活汲中央自治会の 2 か所に身近な福祉相談所

「ぽっと」が設置され、平成 30 年には、豊永第 3・緑町第 2自治会の 2か所に設置

されました。地域での見守り活動や情報共有、あわせて困難事例についてのネット

ワーク会議へのつなぎの役割を持つ「ぽっと」の拠点数の拡大が課題としてありま

す。 

また、高齢化が進行すると、認知症の高齢者や家族を地域で支える仕組みが重要

になってきます。現在、地域包括支援センターが実施している、認知症高齢者等Ｓ

ＯＳネットワーク、徘徊高齢者捜索模擬訓練、認知症サポーター養成講座等の充実

を図り、安心して暮らせる相談体制のより一層の周知、強化が必要です。 

さらに、障がいを持った方やこども、子育て家庭等対象を問わず様々な課題を抱

えた方が相談できることが重要です。令和 3年度から取り組んでいる「重層的支援

体制整備事業」や、今後設置を予定する「こども家庭センター」等の取組も充実さ
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せていくことが必要です。 

 

（５）高齢者の実態把握について 

  安心して暮らせる体制づくりとして、地縁が強い地域では顔見知り同士の見守り

が行われていますが、人口減少に伴い見守りが行えない地域も徐々に増えています。

人口の流出入に伴う地域内の変化は、今後も続くと考え、地縁にとどまらない様々

な実態把握方法を組み合わせていくことが必要です。（高齢者戸別訪問、緊急通報

システム、「命のバトン」事業、ＩＴの活用等） 

 

○ 自治会座談会で住民の方が自ら行っていこうと出された項目 

 □ 集まりの場に普段来ていない方でも興味を持ってもらえる内容を、集まりの活

動内容に取り入れよう。 

□ すでに存在する地域の集まれる場を活用しよう。 

□ 役場や社協任せにせず、元気で自分のことができるよう、健康づくりの場に参 

加しよう。 

□ ボランティア活動について、多くの方に知ってもらうための活動をしよう。 

□ 日頃から住民同士、挨拶や声かけをしよう。 

□ タクシーや花バス、路線バス等の交通手段を活用し、今後も住み慣れた地域 

で生活しよう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



25 

 

 

第３章 計画の基本的な考え方 
 

１ 基本理念 

 

助け合い見守りで 安心して住み続けられるまち つべつ 

― 誰もが楽しく健やかに― 

 

 地域の人が手を取り合い、楽しく笑いながら住み慣れた地域で安心して住み続けら

れる町を目指します。 

 

２ 基本的な目標 

（１）豊かな人と心づくり 

  津別町総合計画では、今以上に「津別で暮らしたい」「津別は魅力にあふれてい

る」と実感できるまちづくりを目指します、と記載されています。 

少子高齢化が進んでいますが、「地域の力」を高めるためには、町民みんなが、常

に生きることの喜びと感謝の気持ちに満ち、明るく、前向きにたくましく生きよう

という豊かな心を持つことです。 

 「豊かな心」は、自分を大事にすると同時に他人を思いやる心でもあります。ル

ールやマナーを守り、社会に貢献する力にもなります。 

 互いに地域社会において活動し、助け合い、楽しく笑いながら暮らしていく、心

づくり、人づくりを進めていきます。 

 

（２）支え合いの仕組みづくり 

  昭和 40 年代頃には、隣近所の方がこどもを預かり、面倒をみたり、お互いを支

え合う「地域」がありました。それがいつのころか、隣とは挨拶だけの関係になっ

てきている現状があります。こどもから高齢者まで地域で暮らしていくためには、

隣近所で支え合う仕組みを再構築することが必要になってきています。 

 

（３）安心の暮らしづくり 

 町民アンケートや自治会座談会では、住み慣れた地域で暮らしていきたいという

方が多く、そのための仕組みづくりが必要になります。医療の確保、高齢者・障が

い者の地域生活支援等、地域の医療・福祉の体制づくりの取組を強化するとともに、

安心してこどもを生み、育て、暮らしていくことができる環境づくりを進めます。  
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子育て 

・あんしん生活サポートセンター 
・虐待防止・対応 ・支援会議 

・個人情報・広報・緊急通報 

・命のバトン 

３ 取組の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

助
け
合
い
見
守
り
で 

安
心
し
て
住
み
続
け
ら
れ
る
ま
ち 

つ
べ
つ 

―
誰
も
が
楽
し
く
健
や
か
に
― 

 

 

豊かな人と心

づくり 

支え合いの 

しくみづくり 

づくり 

安心の 

くらしづくり 

人権を擁護
する啓発 

福祉に携わ

る人材育成 

住民参加 

世代間交流 

生活支援 

サービス 

就労支援 

総合相談 

権利擁護 

交通 

生活環境 

健康・介護予防 

・ボランティアセンター運営 ・生活サ

ポーター養成 ・介護予防いきいきポ

イント ・福祉人材確保体験セミナー 

・家族の会・小地域ネットワーク・サ

ロン活動・いきいき百歳体操 

・認知症カフェ・身近な福祉相談所

「ぽっと」・自治会座談会 

・まちなかサロン・あいさつ運動 

福祉教育 ・ノーマライゼーションの取組 

・子育て支援センター・発達支援・相

談支援 ・一時預かり・こども家庭セ

ンター 

・移送サービス・安否確認・給食サー

ビス・生活支援サポートセンター事業 

＜基本理念＞ ＜基本目標＞ 

・ひきこもり対策・障がい者の参

加 ・中間就労「社協あぐり」 

＜施策の展開＞ 

・コミュニティバス ・地域交通 

・除雪 ・ごみの分別やゴミ出し  

・心配事・自殺相談 ・ぽっと 

・サポートセンター・ネットワーク 

・ケアラー・ヤングケアラー 

会議 

情報整備 

要配慮者支援 

・あんしん生活サポートセンター 

・成年後見制度利用促進 

・台帳・避難訓練・災害ボランティア 

・地域医療・介護予防教室・検診 

予防接種・サロン活動・健康教室 

26 
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第 2期の評価 

 

町の地域福祉計画 

みんなで行うこと 

今後の方針 

 

第４章 施策の展開と役割分担 
 

１ 豊かな人と心づくり 

（１）福祉教育 

 

 

○ 次代を担うこどもたちの福祉教育については、第１期計画期間においては系統化

されず、小学校の総合学習の機会等で高齢者との交流が行われてきました。第 2期

計画期間では、小学校の総合的な学習の時間と社会福祉協議会の福祉教育推進と

合わせて、福祉教育としてプログラム作成や講師（地域のボランティア）派遣を行

ってきました。小学校の児童からボランティアへの感謝状をいただくこともあり、

ボランティアの意欲向上にもつながっています。中学校においても、認知症サポ

ーター養成講座を実施する等、福祉教育を実践してきました。高校との福祉教育

の実践は展開できておらず、今後の検討が必要になっています。 

 

 

 

○ 第 3 期計画期間においても、教育委員会、小学校、中学校と連携しながら、福祉

教育の継続実施を行います。高校においても、福祉教育について協議を進め、実践

します。 

 

 

 

□ 福祉について関心をもとう。 

□ ボランティア活動に参加してみよう。 

 

 

 

事 業 名 内      容 
  年次計画 

R7 R8 R9 R10 R11 

福祉教育の推進 ・教育委員会と連携を図り、小学生・

中学生を対象とした福祉教育の実践

を継続します。高校生についても、実

践に向け協議を進めます。また、小中

 

 

 

 

 

 

   

検討・実施 
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社協の地域福祉実践計画 

第 2期の評価 

 

学生向けの認知症サポーター養成講

座の取組も進めていきます。 

 

 

 

事 業 名 内      容 
  年次計画 

R7 R8 R9 R10 R11 

福祉教育の推進 ・福祉教育推進のため、小学校・中学

校とプログラム作成や講師派遣の協

力等福祉教育の推進を図ります。 

     

・ボランティア活動を含め、津別高等

学校と連携をとりながら福祉教育の

推進を図ります。また、認知症サポー

ター養成講座を開く等福祉に対して

興味を持ってもらうよう進めていき

ます。 

     

 

（２）人権を擁護する啓発 

 

 

 

〇  平成26年10月より、町が実施主体となり社会福祉協議会が運営している「津別

町あんしん生活サポートセンターほっと」にて、制度の普及啓発や制度利用に

関する相談対応を継続してきました。相談対応については、町の高齢者相談係

や福祉係と適宜連携し、制度利用が必要とされる方への支援を継続できまし

た。一方で、今回実施したアンケート調査の「『成年後見制度』という言葉を知

っていますか？」という問いに対し、「言葉は知っているが内容は知らない」と

「全く知らない」を合わせた回答者が199名中130名と約65％を占め、制度内容

について十分に知られていない現状が明らかになったことから、制度の普及啓

発等の強化が必要です。 

 

〇 高齢者、障がい者、児童の虐待防止・対応の取組及びDV防止法に基づく対応につ

いては、町保健福祉課が主となって、それぞれ対応を継続してきました（DV防止

法に基づく対応のみ、案件なく対応実績なし）。どの分野においても、虐待や虐待

が疑われる事案が発生している現状がありますが、児童分野においては、児童虐

待をはじめとした多くのこどもや子育て家庭への相談対応を行うため、令和6年4

検討・実施 

 

 

検討・実施 
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今後の方針 

 

月より施行された改正児童福祉法に基づき、第2期計画期間内からこども家庭セ

ンターの設置に向けた協議を進めてきました。国の法改正等の動きを把握しなが

ら、引き続き虐待防止・対応を進める必要があります。 

 

〇 町が設置する「認知症高齢者等ＳＯＳネットワーク」において、引き続き認知症

高齢者等の行方不明時の早期発見・保護に向けた取組を進めています。令和6年

12月末時点で、ささえねっと＠つべつの登録者は978件、徘徊の恐れのある認知

症高齢者等の事前登録者は23件です。高齢化率が依然として高い当町においては、

引き続き認知症高齢者等への支援を継続する必要があります。 

 

〇 課題が複合・複雑化した個人や世帯に対しては、重層的支援体制整備事業に基づ

く「重層的支援会議」「支援会議」にて支援方針を検討してきました。重層的支

援体制整備事業を開始した令和3年度以降、毎年新たな方が支援対象となり、町、

社協のほか、町内外の多くの関係機関と連携し、支援を継続してきました。引き

続き、関係機関と連携しながら実施する必要があります。 

 

〇 平成28年から開設した「身近な福祉相談所ぽっと」については、地域住民との町・

社協との協働により多くの地域住民の課題解決に寄与してきましたが、令和6年

12月末時点で4か所の実施にとどまっています。未開設の地域への展開も視野に

入れ、町と社協が連携しながら事業展開する必要があります。 

 

 

 

〇 「津別町あんしん生活サポートセンターほっと」は、成年後見制度の利用支援だ

けに関わらず、地域で暮らす中で生まれてくる様々な問題（ゴミ屋敷、隣近所の

トラブル等）が寄せられています。成年後見制度の周知、利用相談の対応にとど

まらず、関係機関と連携を継続し、早期の介入、解決に向け、センター事業を継

続実施します。 

 

〇 各分野の虐待防止、対応について、引き続き町が中心となり、関係機関と連携し

ながら実施します。 

 

〇 認知症高齢者への支援については、高齢者相談係が中心となり、社会福祉協議会

をはじめとした関係機関と連携し、継続実施します。 

 

〇 課題が複合・複雑化した事案や地域住民との協働による課題解決については、引

き続き重層的支援体制整備事業を活用しながら実施します。身近な福祉相談所ぽ

っとの拡大についても、町と社協が連携しながら協議を進めます。 
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 みんなで行うこと 

 

□ 生活上で困ったときの相談窓口を確認し合おう。 

□ 虐待と思われることを目撃や耳にしたときは、町に連絡しよう。 

□ 行方不明になった高齢者等の早期発見のため、メール配信システムに登録しよう。 

 

 町の地域福祉計画 

 

事 業 名 内      容 
  年次計画 

R7 R8 R9 R10 R11 

あんしん生活サ

ポートセンター

事業の継続 

・認知症高齢者や障がい者で判断能力

の低下した方等に成年後見制度の申立

相談等の支援を行うあんしん生活サポ

ートセンター事業を継続します。運営

は社会福祉協議会に委託します。 

 

 

 

    

各分野の虐待防

止・対応の実施 

・高齢者、障がい者、児童等の各分野に

おける虐待防止、対応の取組を実施し

ます。 

 

 

 

    

認知症高齢者等

ＳＯＳネットワ

ーク連絡会議の

充実 

・徘徊高齢者等を早期に発見すること

を目的に連絡会議の開催、徘徊捜索模

擬訓練等を実施します。また、メール

配信システム（ささえねっと＠つべつ）

への登録拡大等住民周知を進めます。 

 

 

 

 

    

重層的支援会

議・支援会議開

催による困難ケ

ースへの支援の

実施 

・課題が複合・複雑化した事案につい

て、重層的支援会議や支援会議を開催

し、関係機関と連携しながら支援を実

施します。 

 

 

    

身近な福祉相談

所ぽっとの継

続・拡充 

・身近な福祉相談所ぽっとを継続しな

がら、新たな地域への開設を行います。 

 

 

 

    

 
・高齢者虐待防止法・・・高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律 

・障害者虐待防止法・・・障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律 

・児童虐待防止法・・・児童虐待の防止等に関する法律 

・ＤＶ防止法・・・配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律 

継続 

 

継続 

 

継続 

 

継続 

 

継続・随時新規開設 

 

http://ord.yahoo.co.jp/o/image/_ylt=A7dPdD35C_dU8XsAFDmU3uV7;_ylu=X3oDMTBiNzloa3JsBHZ0aWQDanBjMDAx/SIG=120uhi7ci/EXP=1425563001/**https:/t.pimg.jp/011/165/244/1/11165244.jpg
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第 2期の評価 

 

 

 社協の地域福祉実践計画 

 

事 業 名 内      容 
   年次計画 

R7 R8 R9 R10 R11 

あんしん生活サ

ポートセンター

事業の継続 

・判断能力が低下した認知症高齢者・

障がい者の方や虐待事例等に成年後見

制度の活用支援を行います。そのため

弁護士や司法書士、社会福祉士の専門

職の協力や家庭裁判所と連携を密にし

た取組を進めるとともに住民への普及

啓発を推進します。 

     

相談支援の実施 ・相談支援包括化推進員を配置し、介

護・障がい・子育て・生活困窮や再犯防

止の個別支援も包括的に相談を受け止

め、課題解決を目指します。 

     

 

 

（３）福祉に携わる人材育成 
 
 
 

 

 

○ 地域福祉活動に携わっている民生委員・児童委員は、主任児童委員2人を含め 

24人の定数で活動をしてきました。民生委員・児童委員の活動は、高齢者の一人

暮らしや夫婦世帯の増加、ひとり親家庭への支援等、複雑・多様化する家族問題

が増えています。こうした中、責任の負担感もある一方、毎月の例会や部会での

協議等を継続してきました。令和2年度〜令和4年度はコロナ禍により定例会議以

外の活動が行えませんでしたが、令和5年度から徐々に研修活動等を再開し、コ

ロナ禍前の活動に戻りつつあります。令和4年度は改選期で、新たな担い手の確

保に苦慮しましたが、何とか欠員は生じずに活動が継続できています。 

 

○ 自治会の中に福祉部長や福祉委員がいますが、福祉委員については、平成27年度

まで社協で委嘱を行っています。地域の中で社会問題を抱え困っていたり、助け

を求めている高齢者や障がい者その他の要支援者に対して、その人たちの立場に

たって問題解決を図ろうとし、その中心となって活動する方として委嘱しており

ました。その後、福祉委員の委嘱を実施していませんが、自治会連合会の総会に

継続 

 

継続 
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今後の方針 

 

おいて、生活困窮者の相談窓口として社協の周知を行っています。また、地域の

支え合い活動については、福祉部長の協力をいただき実施してきました。 

 

○ 高齢化率の高止まりが続く本町において、介護福祉医療現場における人材不足

の問題は、他職種にも増してその深刻さが指摘されてきており、福祉の人材確

保については、令和元年度から、介護・福祉・医療・障がい・保育関係の事業

所が実行委員会を組織して実施した「つべつ福祉人材体験セミナー」にて取組

を進めてきました。ですが、令和2年度から拡大した新型コロナの影響もあり、

町内での学生の実習受け入れは行わず、取組自体も関係事業所の広報活動にと

どまっているのが現状です。人材確保については引き続き大きな課題があるこ

とから、必要な施策を検討し、継続した取組を実施する必要があります。 

 

○ 今回行ったニーズ調査において、ボランティア活動の未経験の方の割合が増えた

結果となりました。実際、ボランティア活動している住民からの声かけで新たに

ボランティアに参加する方もいますが、自らの希望でボランティア活動を希望す

る方は少数で、ボランティアに参加する住民の高齢化も進んでいます。しかし、

地域の支え合いの中では、ボランティアの協力は不可欠で、地域の見守りを含め

た活動が期待されます。引き続き、多くの住民にボランティア活動に参画いただ

けるよう、社協、町と連携しながら周知活動に努める必要があります。 

 

 

 

○  民生委員・児童委員の活動について、引き続き町保健福祉課が事務局を担い、必

要な環境整備を行います。 

 

○ 福祉人材確保について、つべつ福祉体験セミナーを中心とした取組を継続します。

内容については、実行委員会で協議・検討を行い決定します。 

 

○ ボランティア協力者を増やすため、興味・関心を持つようないきいきポイント事

業の周知活動や事前研修・フォローアップ研修を実施します。また、自治会で見

守り・声かけ等の必要性を自治会への周知を行い、福祉部の協力体制をつないで

いきます。 

 

みんなで行うこと 

 

□ 自治会や諸行事に積極的に参加しよう。 

□ ボランティア活動に積極的に参加しよう。 
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町の地域福祉計画 

 

事 業 名 内      容 
  年次計画 

R7 R8 R9 R10 R11 

民生委員・児童

委員の体制整備 

・毎月の例会や部会で協議を行い活動

するための環境を整えます。 

 

 

    

福祉人材確保に

向けた事業の推

進 

・医療、介護、福祉、障がい、保育等の

人材確保に向けた福祉体験セミナー

等、町内事業所と連携しオール津別で

取り組みます。また、この取組を北見

圏域やオホーツク地域と連携するため

の検討を行います。 

     

介護予防いきい

きポイント事業

登録者や生活支

援サポーターの

養成 

平成 28 年 1 月から導入した介護予防

いきいきポイント事業や平成 30 年度

から開始している生活支援サポートセ

ンター事業の要である住民サポーター

の養成と育成を継続し、その充実を図

ります。 

     

自治会等との連

携 

・地域福祉活動の推進のため社会福祉

協議会とともに自治会長や福祉部長と

の連携体制を取り組みます。 

 

 

 

    

 

 

社協の地域福祉実践計画 

 

事 業 名 内      容 
   年次計画 

R7 R8 R9 R10 R11 

ボランティアセ

ンター活動の充

実 

・住民同士の支え合い活動を推進する

ボランティアを育成するため、体系化

した研修を開催します。 

・初級編（1日 90 分） 

認知症サポーター養成講座 

介護予防いきいきポイント研修 

・中級編（2日各 120 分） 

  生活支援サポーター養成研修 

・上級編（9日間 33 時間） 

  市民後見人養成研修 

     

実施 

実施 

 

継続 

 

継続 

 

継続 
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・ボランティアの発掘・育成・需給調整

を行い、ボランティア活動団体との連

携・協力を進め、ボランティアセンタ

ーの機能充実を図ります。 

     

自治会との協力 ・自治会（福祉部長）と連携し小地域ネ

ットワーク活動ができる体制づくりを

進めます。 

     

介護予防いきい

きポイント事業 

・ボランティア活動のスタートとして

介護予防いきいきポイント事業登録者

研修を受講してもらい、地域サロンや

施設でのボランティア活動に参画でき

るよう、高齢者や若年層等に働きかけ

ていきます。現在の登録者は 143 人（令

和 6 年 3 月現在）で目標を人口の 1 割

（500 人）として推進します。 

     

生活支援サポー

ターの養成 

・2 日間の生活支援サポーター養成研

修を受講したサポーターは、令和 6 年

3 月現在 75 人です。このうち 32 人が

話し相手や家事支援を必要とする世帯

を訪問して活動を行っています。サポ

ーターがいない地域が課題になってい

ます。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

継 続

施 

 

継 続

施 

 

継 続

討 

継 続

討 
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第 2期の評価 

 

２ 支え合いのしくみづくり 

（１）住民参加 

 

 

 

○ 地域福祉計画の策定に伴い、前回の策定時同様、自治会座談会を開催しまし

た。今回は、身近な福祉相談所ぽっとを開設している自治会を除き、日頃直接

地域課題を聞くことのできない地域を中心に開催しました。また、アンケート

調査は、紙面だけではなくWEBでの回答受付も開始し、時代の変化に合わせた取

組を実施しました。アンケートの回答率は大幅な増とはなりませんでしたが、

今後も少しでも多くの方にご意見をいただける仕組みを検討し、引き続き多く

の住民から意見聴取できる機会を設ける必要があります。 

 

○  高齢者を対象としたサロン事業、いきいき百歳体操等の集まりの場は、町の高

齢者相談係や社会福祉協議会がサポートしながら、住民主体で行う活動として

実施しています。現在、サロン事業は14箇所、いきいき百歳体操は6箇所で実施

しており、身近な場所で見守りや集い交流ができる場として、多くの地域で定

着しています。活動継続にあたり、担い手の確保が課題となる地域が多く存在

しています。地域の生活支援体制整備をコーディネートする「生活支援コーデ

ィネーター」を中心としながら、引き続き町や社会福祉協議会、住民との協働

による地域づくりを検討する必要があります。 

 

○ 認知症高齢者や要介護認定者の増に伴い、介護を担う介護者も精神的・体力的に

も大変な状況であり、老老介護の数も増えてきています。認知症高齢者等への支

援については、認知症地域支援推進員を中心に、平成30年度から開催する「ちょ

こっと茶屋（認知症カフェ）」が「オレンジ茶屋」に名称を変え、第2期期間中は、

認知症高齢者の家族向けの茶話会を開催しました。認知症高齢者やそのご家族を

支援する「チームオレンジ」の創設についても動き出していることから、今後も

ケアラー支援の視点を持ちながら、地域住民と共に、認知症高齢者やそのご家族

を支える取組を継続する必要があります。 

 

○ 「（２）人権を擁護する啓発」でも触れましたが、地域の支えあい活動として、地

域住民・行政・社協の三者が協働し、町内の４自治会で身近な福祉相談所「ぽっ

と」が開設され、自治会の役員を中心に地域の方々が協力し、地域の高齢者宅へ

の声掛けや見守り活動を行っています。この活動は、行方不明高齢者の早期発見

や、支援の必要な方の課題が深刻化する前に関わることで、予防的支援にもつな
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今後の方針 

 

がっています。現在は担い手の確保と、この仕組みを他の地域にも広げることが

課題となっており、引き続き検討が必要です。 

 

○ 第 1 期計画期間内に、サロン活動の取組、地域の支え合い活動の継続の声から、

活汲地区で盆踊りが復活しました。その後コロナ禍を経過し盆踊りが一旦行われ

なくなりましたが、令和 6年度に復活しています。また、サロン事業にこどもも

含めてクリスマス会を開催する地域もあり、地域での交流の輪が広がっています。

サロン事業を行っていない自治会でも、絵葉書を使った声かけ見守りを実施して

いることから、まだまだ知らない活動が眠っています。生活支援体制整備事業の

取組として令和５年度に作成した「おつきさま事業金塊紹介 BOOK」では、津別町

の活動（金塊）を紹介する取組も行いました。これからも津別町の活動（金塊）

の発掘・周知を行いながら、地域住民の支え合いの体制を整備する必要がありま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 次期計画策定にあたり、日頃の地域住民からの意見に加え、アンケート調査や自

治会座談会を実施し、様々な手法で意見聴取します。 

 

○ 高齢者が身近な場所で集える環境を維持できるよう、引き続きサロン活動やいき

いき百歳体操の活動支援を行います。また、地域生活において住民主体での支え

合いを推進するため、生活支援コーディネーターを中心に協議を進めます。 

 

○ 認知症高齢者やそのご家族を支援するため、認知症地域支援推進員を中心に、地

域住民と共に結成する「チームオレンジ」にて、認知症の人とその家族の相談や

支援体制を構築する取組を継続して進めます。 
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みんなで行うこと 

 

□ サロン事業、いきいき百歳体操等地域の集まりの場に参加しよう。 

□ 認知症家族の会やオレンジ茶屋を支援する取組に参加しよう。 

□ 地域の行事等に積極的に参加しよう。 

 

 

町の地域福祉計画 

 

事 業 名 内      容 
  年次計画 

R7 R8 R9 R10 R11 

自治会座談会の

開催 

・自治会、社会福祉協議会と連携し、そ

の自治会の抱えている問題の把握のた

め、自治会座談会を実施します。 

 

 

 

    

家族の会の開催 ・地域住民とともに、在宅で介護を行

っている家族が集まり、情報交換等家

族同士の支え合いの場として家族の会

を開催します。また、集う場である「オ

レンジ茶屋（認知症カフェ）」について

も引き続き実施していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

生活支援体制の

整備 

・助け合い活動を実施・推進する団体

が連携・協働する場（生活支援体制整

備協議体）の構成員を、住民も含めた

体制に変更する等内容の充実を図りま

す。そのため社会福祉協議会に協議体

の運営委託及び生活支援コーディネー

ター（地域支え合い推進員）の配置を

継続します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

身近な福祉相談

所ぽっとの継

続・拡充 

・身近な福祉相談所ぽっとを継続しな

がら、新たな地域への開設を行います。 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

実施 

実 施

う 

 

継続 

 

継続・随時新規開設 
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社協の地域福祉実践計画 

 

事 業 名 内      容 
   年次計画 

R7 R8 R9 R10 R11 

自治会座談会の

開催 

・住み慣れた地域で住み続けるため、

小地域ネットワーク活動（サロン立ち

上げ・見守り活動）が展開できるよう

に、町や自治会と連携を図りながら実

施します。 

     

サロン活動の充

実 

・地域の助け合いと見守り活動でもあ

るサロン活動について、支援を行う他、

全体が集う場であるサロン交流会を企

画します。 

     

・サロン活動の必要性が高い自治会へ

の説明を行い、年 2 地区を目標に新規

サロンの立上げ支援を行います。 

     

男の料理教室 ・男性の生活力向上と閉じこもり予防

のため、60 歳以上の方や障がい等の

ある方を対象に男の料理教室を開催し

ます。 

     

小地域ネットワ

ーク活動 

・在宅要援護者が地域の中で安心して

暮らすことができるよう、自治会単位

の小地域を基盤として地域住民の参加

協力を得ながら、サロン活動や声掛け

訪問等、地域に合わせた活動を行い地

域福祉の一層の推進を図ります。 

     

家族の会の開催 ・地域住民と共に、在宅で介護を担う

家族が交流することで、日ごろの在宅

介護の状況や家族としての思い、悩み

を共有することで、互いの支え合いの

場となる家族の会を開催します。 

     

生活支援の体制

整備 

・地域課題の分析をもとに支援体制の

整備を進めるため、助け合い活動を実

施・推進する団体が連携・協働する生

活支援体制整備協議体の充実を図りま

す 

 

 

     

継続 

 

実施 

 

継続 

 

継続 

 

実施 

 

継続 

 

実施 
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第 2期の評価 

 

今後の方針 

 

・町の委託を受け、生活支援コーディ

ネーター（地域支え合い推進員）を配

置し、地域に不足するサービスの創

出、サービスの担い手の養成、活動す

る場の確保、ネットワークの構築、ニ

ーズと取組のマッチング等を行いま

す。 

     

 

（２）世代間交流 

 

 

 

○ 現在、小学校、中学校を中心に「あいさつ運動」が行われています。高齢化が進

む本町にとって、あいさつが住民とこどもたちがふれあう場の一つになっていま

す。朝の通学や帰宅時に、「おはよう」「こんにちは」とこどもたちが積極的に

住民に声をかけていますが、今後もお互いに「あいさつ運動」を進めることで連

帯感が生まれる等、町の活性化も期待されるところです。 

 

 

 

〇 引き続き、小学校、中学校が行うあいさつ運動を推進します。民生委員・児童委

員の夏休み明け登校見守りの際も、民生委員等からも積極的にあいさつを交わし

ます。 

 

みんなで行うこと 

 

□ お互いにあいさつをする町づくりを進めよう。 

□ 世代間交流の行事があれば積極的に参加しよう。 

 

 町の地域福祉計画 

 

事 業 名 内      容 
  年次計画 

R7 R8 R9 R10 R11 

あいさつ運動の

推進 

・小学校、中学校を中心にあいさつ運動

が行われていて、町民すべてがあい

さつをし合うまちづくりを推進します。 

 

 

    

継 続

討 

検討・実施 
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第 2期の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社協の地域福祉実践計画 

 

事 業 名 内      容 
   年次計画 

R7 R8 R9 R10 R11 

既存事業の活用 ・現在社協が行っているサロンの地域

活動にこどもたちが参加できるよう検

討を進めます。 

     

 

（３）子育て 

 

 

 

○ 平成２７年４月に町内の保育・教育施設を一つにした認定こども園を開設しまし

た。保護者の費用負担の軽減のため令和元年１０月から始まった国の制度のこど

も園利用料等の無償化に加え、３歳児未満の保育料の支援の継続、スクールバス

の運行等を含め、今日まで継続実施してきました。町内で唯一の未就学児が通え

る場所として、引き続きニーズ把握等に努めながら事業運営を支援する必要があ

ります。 

 

○ 現在、子育てに関する相談には、健康推進係が設置する子育て世代包括支援セン

ターや平成２７年４月開設の子育て支援センターが携わっています。令和6年4月

から施行された改正児童福祉法により、子ども家庭総合支援拠点の機能を併せ持

った「こども家庭センター」の設置が努力義務化されました。今後は、健康推進

係と福祉係が連携してこども家庭センターの設置を目指すとともに、未就学児以

外のこどもやその家庭への支援を広く実施する必要があります。また、子育て支

援センターは、こどもの減少や保育ニーズの増加により、利用するこども、世帯

が減少傾向にあります。今後は、現在の機能を継続するとともに、時代にあった

役割を検討する必要があります。 

実施 
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今後の方針 

 

 

○ 子育てに関する町の施策は、高校修了前までの医療費の助成、障がい児の訓練等

のための交通費の支給、一時保育事業、乳幼児養育手当、新生児誕生祝品事業、

育児学級、各種発達支援事業等行ってきました。いずれの事業においても、継続

実施の必要性や内容見直しの検討をその都度行う必要があります。 

 

○ 子育てヘルパーの実施については、ニーズ把握が十分に行えなかったこと等が理

由で、第2期計画期間中は実施に至りませんでした。今後は、子育てヘルパーに限

らず、子育て支援におけるニーズ把握を行った上で事業の創設等について検討す

る必要があります。 

 

 

 

○ 町内唯一の認定こども園の運営が継続できるよう、運営にかかる必要な支援を継 

続実施します。 

 

○  子育て世代包括支援センターと子ども家庭総合支援拠点の機能を併せ持った「こ

ども家庭センター」を設置し、18 歳未満のこどもやその家庭への相談支援を行い

ます。 

 

○  子育て支援センターの運営継続のほか、子育て支援のニーズが充足されるよう、

子ども・子育て支援事業等を活用した事業実施を継続するとともに、新たな事業

の必要性について検討します。 

 

○ 上記のほか子育てに関する町の施策は、事業の内容や必要性を都度検討しながら

実施します。 

 

みんなで行うこと 

 

□ 同じ子育てをするお母さん同士で交流を深めよう。 

□ 子育て支援センターの事業に参加してみよう。 

□ 子育て等に関する悩みは、一人で抱えず相談しよう。 
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町の地域福祉計画 

 

事 業 名 内      容 
  年次計画 

R7 R8 R9 R10 R11 

認定こども園の

運営支援 

・通園、利用料等の支援を行います。社

会福祉法人夢つべつが行います。 

 

 

    

子育て支援セン

ターの運営 

・認定こども園に併設されている子育

て支援センターは、交流の場の提供、

相談、情報提供、講習等の実施を行い

ます。夢つべつに運営を委託します。 

 

 

    

子育てに係る新

たな事業実施の

検討 

 

・子育てに係るニーズ把握等を行いな

がら、必要な事業の創設について検討・

実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

乳幼児医療助成

事業 

・0 歳から高校修了前のこどもの医療

費を助成します。 

 

 

    

心身障がい児交

通費支給事業 

・心身障がい児の訓練等に要するこど

もと保護者の交通費を支給します。 

 

 

    

一時保育事業 ・仕事の都合や家庭の都合で一時的に

こどもの保育ができないときに預かる

事業で、夢つべつに委託をします。 

 

 

 

    

新生児誕生祝い

品贈呈事業 

・新生児が誕生した家庭に祝品を贈り

健やかな成長を祈念しお祝いします。 

 

 

    

乳幼児養育手当 0 歳から 3 歳の誕生月まで子育ての支

援金として商品券等を支給します。 

 

 

    

こども家庭セン

ターの設置 

・子育て世代包括支援センターと子ど

も家庭総合支援拠点の機能を併せ持っ

た「こども家庭センター」を設置し、18

歳未満のこどもとその家庭への相談支

援を行います。子育てに係る新たな事

業実施の検討については、こども家庭

センターが中心となり検討します。 

 

 

    

 

 

 

検討・実施 

 

継続 

継続 

継続 

継続 

継続 

継続 

継続 

継続 
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第 2期の評価 

 

今後の方針 

 

（４）生活支援サービス 

 

 

 

○ 平成29年7月から開始した社協事業による福祉有償運送事業は、在宅の要介護認定

者や障がい者が登録し、通院等の足として利用されています。令和6年3月末現在、

272名が登録、そのうち毎月40名前後の利用があり、自家用車を自分で運転できな

い方々の貴重な交通資源となっています。運転手の確保等継続的な課題はありま

すが、引き続き高齢者や障がい者のための交通手段として事業実施する必要があ

ります。 

 

○  高い高齢化率が続く中、一人暮らしや高齢者夫婦のみの世帯も多く、見守りが必

要な世帯は依然として多い状況です。町と関係事業者との見守り協定は、令和6

年3月末現在9箇所と締結しています。また、地域支援事業の中で、高齢者を対象

とした安否確認訪問事業による月1〜2回のホームヘルパー訪問の継続と、町独自

の緊急通報システムの活用による安否確認の実施を継続実施しています。いずれ

の事業も対象者は多くはありませんが、利用が望ましい方が一定程度いることか

ら、引き続き事業実施する必要があります。さらに、今回実施した自治会座談会

では、地域住民が日頃回覧板を渡す際に、直接手渡して安否確認等を行っている

実情も、複数の地域で実践されていることが明らかになりました。日常の活動か

ら展開できる見守り活動の周知等も行う必要があります。 

 

○ 一人暮らしや夫婦世帯等食事の用意が困難な世帯を中心に、見守りを兼ね週２回

給食サービスを社会福祉協議会で実施をしてきました。利用者は月60人前後とな

ります。今後も利用者のニーズを把握しながら利用に向けた改善や取組を進める

必要があります。 

 

○ 住み慣れた地域で暮らし続けていくためには、保険外のサービスとして生活支援

サポートセンター事業の実施と買い物支援も必要です。ゴミ搬出についても生活

支援サポートセンター事業で支援していますが、生活支援サポーターだけでは対

応しきれない地域もあります。今後は、既存のサービスに加え、新たな支援体制

の必要性等、町と社協、地域住民と協議・検討する必要があります。 

 

 

 

○ 見守りが必要な世帯が依然として多くある状況から、地域住民同士の支え合いに

よる見守りの継続、安否確認事業の継続に加え、関係事業者との協定締結を実施



44 

 

し見守り体制を強化します。 

 

○ 高齢者や障がい者の足の確保のため、運転手の確保等の課題を解決しながら、福

祉有償運送事業の実施を継続します。 

 

○ 給食サービスについて、給食の配布件数が増えるとボランティアや車の確保が必

要になりますが、高齢者世帯にとっては必要なサービスであることから、給食を

届けながら見守る、声かけを継続します。また、介護保険サービス外として生活

支援のボランティア活動についても検討・継続します。 

 

 

 

 

みんなで行うこと 

 

□ 回覧板を渡す際に直接相手に手渡す等、日頃の行動から展開できる見守りや声か

けを実践しよう。 

□ 住民同士の支え合いを目的に作る「たすけあいチーム」等に積極的に参加しよう。 

 

 

町の地域福祉計画 

の地域福祉計画 

事 業 名 内      容 
  年次計画 

R7 R8 R9 R10 R11 

見守り協定の拡

大 

・見守りが必要な世帯の増加により近

隣住民はもとより、生協、郵便局、新聞

販売店、ガス事業者等との見守り協定

を締結することにより見守りを重層的

に行える体制作りを行います。また、

災害時の対応等も含めた包括的見守り

を目標とします。 

 

 

 

 

 

 

 

   

緊急通報システ

ム設置事業の実

施 

・独居高齢者、障がい者世帯等一定の

要件を満たす世帯に緊急通報通報シス

テム機器を貸し出します。 

 

 

 

    

移送サービス実

施のための支援 

・一定の要件に該当する在宅の高齢者

や障がい者に対し、施設や通院、通学

等に利用できる移送サービス事業を実

施するための社会福祉協議会への助成

 

 

 

 

    

継続 

継続 

継続 
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を行います。 

生活支援サポー

トセンター事業 

・お話し相手や家事支援が必要な高齢

者世帯に、研修を終えたサポーターが

訪問し支援を行う、住民同士の助け合

い事業を、社会福祉協議会に委託して

実施します。 

 

 

 

 

    

 

社協の地域福祉実践計画 

 

事 業 名 内      容 
  年次計画 

R7 R8 R9 R10 R11 

生活支援サポー

トセンター事業 

・町からの委託を受け、生活支援サポ

ーター養成研修の実施、サポーターと

利用者とのマッチング、利用料金やサ

ポーターの活動実績に応じた商品券交

換等生活支援サポートセンター事業を

推進します。 

 

 

 

 

    

給食サービス 

 

・週 2 回（火・金）ひとり暮らしの在

宅高齢者等に対し食事を提供すること

を通して、安否の確認、孤独感の解消、

食生活の改善等を図ります。また、定

期的にニーズ調査を行いながら、内容

の充実を図ります。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

移送サービス 

 

 

・福祉有償運送事業の継続を図るた

め、運転手の確保や安全運行に努め、

利用者の声を聞く等利用向上を進めて

いきます。 

     

実施 

継続 

生活支援サポーターの活動 

（お話し相手）
給食ボランティアの活動

継続 

継続 
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命のバトン事業 ・高齢者や体の不自由な人たちの安

全・安心を確保するため、かかりつけ

の病院や持病等の医療情報・緊急連絡

先を専用の容器に入れ冷蔵庫に保管

し、万が一の救急時に備えます。ま

た、地域の方が定期的に訪問し、安否

の確認等を行います。 

     

ふれあい郵便事

業 

・絵手紙サークルの協力をいただきな

がら 80 歳以上の独居者に対し、毎月

1回絵手紙を作成・配達し、安否の確

認等行います。配達は各自治会（福祉

部等）で対応するか、郵便配達員が手

渡しで行います。 

     

あんしん電話の

設置 

・在宅のひとり暮らしの高齢者や障が

い者が、ケガや急病等の緊急を要する

場合に、発信装置を押すことであらか

じめ登録している協力者へ通報がいく

あんしん電話の設置費用の助成を行い

ます。今後、町が平成 26 年度より設

置している緊急通報システムは、24

時間センサー付きで通報先が消防署と

なるため、利用者がより安心できるこ

の装置への移行を進めていきます。 

     

車いすの貸与 ・在宅高齢者等が住み慣れた地域で暮

らすことができるように、車いすの貸

出を行います。 

     

福祉資金の貸付

け 

・応急資金を必要とする世帯等に対

し、衣食住その他生活のために必要な

福祉資金を貸付けします。 

・貸付額～1世帯につき 10 万円以内 

     

介護サービス事

業の推進 

 

・居宅介護サービス事業者・障がい福

祉サービス事業者として、高齢者や障

がい者が住み慣れた地で安心した生活

が送れるよう、良質なサービス提供に

努めます。 

（訪問介護事業（介護予防）・訪問入浴

介護事業（介護予防）・障がい福祉サー

ビス事業） 

     

継続 

 

継続 

継続 

継続 

継続 

継続 
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第 2期の評価 

 

今後の方針 

 

・町が実施する制度外の受託事業につ

いて、高齢者が健康で生きがいを持っ

て生活できるよう実施します。 

（安否確認訪問事業・生活援助員派遣

事業） 

     

介護サービス前

の声かけ訪問事

業 

・町内在住の高齢者に対し、声かけ訪

問を定期的に行うことで、安否の確認

や介護事業所の PR、介護保険サービ

スが必要と思われる方にサービス内容

の説明を行う等の取組を進めます。 

     

 

（５）就労支援 

 

 

 

○ ひきこもりの方への支援については、アウトリーチ等を通じた継続的支援事業の

中での実施に加え、社会福祉協議会や町が地域住民から相談を個別で受ける中で

対応してきました。過去に町で実施した調査の中では、およそ50人程度のひきこ

もりの方がいると推計されましたが、この調査から約10年が経ち、状況が大きく

変わっていることが考えられます。令和6年度には、国がひきこもり支援にかか

る支援マニュアルの策定に着手しており、支援対象者についても定義される予定

であることから、これらを参考に、ひきこもりの方への支援体制を検討する必要

があります。 

 

○  障がい者の就労支援は、町の高齢者相談係内に設置する「障害者相談支援事業所」

が窓口となり、障害者総合支援法に基づく「就労継続支援事業」の活用をはじめ、

障がい者雇用枠を活用した一般就労支援を行っています。就労場所は、町内の事

業所だけではなく町外の事業所も対象となっており、様々な関係機関との連携が

必要です。一般企業での障がい者の受け入れについては、北見市に事業所を構え

る「オホーツク障がい者就業・生活支援センターあおぞら」が中心となり、企業

訪問等を行っています。今後はあおぞらとも連携しながら、障がい者雇用の拡大

についても検討する必要があります。 

 

 

 

○  ひきこもりの方の実態把握を行うとともに、社会福祉協議会にいっぽサポートス

継続 

 

継続 

 



48 

 

テーションを設置し、ひきこもりの方やそのご家族への相談支援及び居場所によ

る支援等を行います。 

 

○ 個々の障がい者の就労支援を継続するとともに、関係機関と連携し、一般企業で 

の障がい者雇用の拡大についても検討します。 

 

○  中間的就労の場として、障がい等により一般就労につくことが困難な方に生活リ

ズムの立て直しや訓練の場を提供し、一人ひとりにあった軽作業のマッチングや

作業の発掘を行いながら、そこからわずかでも工賃を得ることで社会性を養って

いくことができる生活困窮者就労訓練事業の準備を行います。 

 

 

みんなで行うこと 

 

□ 地域内に孤立した人がいたときは、民生委員・児童委員や町、社会福祉協議会に連

絡しよう。 

□ 健常者も障がい者もともに安心して暮らせる地域をつくろう。 

 

町の地域福祉計画 

 

事 業 名 内      容 
  年次計画 

R7 R8 R9 R10 R11 

ひきこもり者対

策 

・町と社会福祉協議会でひきこもり者

の実態把握を行い、どのような支援が

必要か検討します。 

     

障がい者の就労

支援 

・新たな障がい者受け入れ等就労場所

の確保や拡大を図ります。 

     

 

 

社協の地域福祉実践計画 

 

事 業 名 内      容 
  年次計画 

R7 R8 R9 R10 R11 

ひきこもり者の

実態把握 

 

 

・町と協働して町内のひきこもり者の

実態把握に取り組みます。また、家族

からの聴き取りや当事者との面談等個

別ケースごとにどんな支援策が必要な

のか検討を行います。 

     

実施 

実施 

実施 



49 

 

ひきこもり者の

居場所と中間的

就労の場の確保 

・ひきこもり者が自宅から出て立ち寄

れる場所や、軽作業しながら生活リズ

ムを取り戻す場として、居場所の運営、

地域との交流や中間的就労の位置づけ

で「社協あぐり」等住民ボランティア

の協力のもと運営します。 

     

障がい者等の就

労支援 

・就労前の段階でボランティア活動や

社協行事での手伝い等、社会参加の経

験を積むことも必要なことから、活動

の場の提供を支援します。また、一人

ひとりにあった軽作業のマッチングや

作業の発掘を行いながらの生活困窮者

就労訓練事業にも取り組みます。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討・実施 

継続 
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第 2期の評価 

 

今後の方針 

 

３ 安心のくらしづくり 

（１）交通 

 

 

 

○ 令和 3年度より、市街地を運行するコミュニティバス「花バス」の運行が開始し

ました。午前中のみの運行ではありますが、自家用車を手放した高齢者の貴重な

移動手段として、徐々に定着しています。郊外の住民の移動はまちバスの活用、

町外への移動は路線バスを活用することで可能となっています。町外の路線バス

については、令和 6 年 12 月より北見開成線が減便となったことから、バス無料

乗車券の利用区間を拡大し、北見美幌線の津別と北見の間の乗降利用を可能とし

ました。今後も、交通機関の運行状況は時代とともに変化する可能性があります

が、不便さだけが増すことのないよう、引き続き状況に合わせた制度の見直しを

検討する必要があります。 

 

○  バスの利用が困難な高齢者等は、タクシー、福祉有償運送等が利用できます。令

和 6年 3月末の実績では、通院等交通費助成事業（通院又は入退院の交通費の一

部助成）が 16 名、重度障がい者無料タクシー券交付事業 53 名、障がい者等通院

交通費助成事業（人工透析や治療・訓練及び事業所への通所等に要する交通費助

成）は 27 名の利用者がいました。通院等交通費助成事業や今後も継続する必要

があります。 

 

○  「２支え合いのしくみづくり（４）生活支援サービス」にも記載しましたが、平

成 29 年 7 月から開始した社協事業による福祉有償運送事業は、在宅の要介護認

定者や障がい者が登録し、通院等の足として利用されています。令和 6年 3月末

現在、272 名が登録、そのうち毎月 40 名前後の利用があり、自家用車を自分で運

転できない方々の貴重な交通資源となっています。運転手の確保等継続的な課題

はありますが、引き続き高齢者や障がい者のための交通手段として事業実施する

必要があります。 

 

 

 

○ 通学や通院、買い物等の町民の日常生活にとって、不可欠な移動手段となる公共

交通機関の運行を継続するとともに、利用するためにかかる経費の助成制度につ

いて、引き続き実施します。 
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社協の地域福祉実践計画 

 

○ 福祉有償運送では、多くは通院のための利用が多く、透析通院もあります。車椅

子利用者もあり、安心して利用できる事業となります。行政での助成事業もある

こと在宅者の暮らしを守る事業として実施していきます。 

 

みんなで行うこと 

 

□ 自家用車がなくなったときにも日常生活に不便のない交通体系を考えよう。 

□ 日頃から、路線バスや花バス、タクシー等を活用しよう。 

 

 町の地域福祉計画 

 

事 業 名 内      容 
  年次計画 

R7 R8 R9 R10 R11 

コミュニティバ

ス（花バス）の運

行 

・役場や病院、商店等町内の主要施設

と地域を巡回するコミュニティバス

（花バス）を運行します。 

     

バス無料乗車券

交付事業 

・一定の要件に該当する高齢者や障が

い者に対するバス無料乗車券の交付

（年間 36 枚（地域により交付枚数が変

わります））事業を継続します。 

 
    

通院等交通費助

成事業 

 

・一定の要件に該当する高齢者や障が

い者に対し通院、入退院に係る交通費

の一部助成を継続します。 

 
    

障がい者等交通

費助成事業 

・人工透析療法による治療を受けるた

めの医療機関への交通費の助成や精神

障がい者、知的障がい者等の治療・訓

練及び事業所への通所等に要する交通

費助成を行います。 

 
    

 

 

 

事 業 名 内      容 
  年次計画 

R7 R8 R9 R10 R11 

福祉有償運送事

業 

・公共交通機関を単独で利用すること

が困難な高齢者や障がい者の通院等

に、福祉車両を使用して福祉有償運送

サービスを実施します。 

 

 

 

 

    

 

継続 

継続 

継続 

継続 

実施 
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第 2期の評価 

 

今後の方針 

 

 

（２）生活環境 

 

 

 

○ 町では、町内に身内のいない障がい者や虚弱な高齢者世帯を対象に除雪サービス

を実施してきました。隣近所の助け合いで除雪支援を実施している自治会もあり

ますが、どの自治会も高齢化が進み、自治会だけでは担えなくなった地域が、こ

の 5 年間で 1 自治会ありました。降雪のある北海道では、除雪は避けられないた

め、除雪サービスのあり方と自治会内の互助による除雪支援のあり方について、

引き続き検討が必要です。なお、民間の事業者で除雪できる事業者の問い合わせ

については、町保健福祉課福祉係でお答えしています。 

 

○  ゴミ分別や搬出は、生活支援サポートが支援しています。本事業は、他にも話し

相手や窓ふき等も行いサポートしてきていますが、利用は少ない状況です。また、

全ての自治会内に生活支援サポーターがいないため、対応できない利用者がいた

り、ごみの搬出量が多くサポーターが対応できない場合もあります。今後は、サ

ポーターの確保に加え、ごみの搬出ができない方が増えた場合の対応について検

討する必要があります。 

 

 

 

○ 町の除雪サービス事業を継続実施します。また、除雪サービス対象者の増加や自

治会内での助け合いが困難な地域が増えた場合は、除雪支援のあり方についても

検討します。 

 

○ ごみ出しについては、生活支援サポーターが対応できる範囲で実施していますが、 

  サポーターの確保等に課題があることから、サポーターによる支援体制を継続す

るとともに、ニーズ等を把握しながら、町・社協・自治会等と協議し、支援体制

について検討します。 

 

 

みんなで行うこと 

  

□ 除雪やごみの分別、ごみ出し等で困っている方を地域で解決できる方法はないか

検討してみよう。 
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第 2期の評価 

 

町の地域福祉計画 

  

事 業 名 内      容 
年次計画 

R7 R8 R9 R10 R11 

除雪サービス事

業 

・町内に身内のいない障がい者、虚弱

高齢者に対する除雪サービスを人材活

用センターや業者に委託して実施しま

す。 

     

ごみの分別やご

み出し支援 

・ゴミ出しが困難な方への地域での支

え合いや生活支援サポートセンター事

業への活用等を行います。 

     

 

 

社協の地域福祉実践計画 

 

事 業 名 内      容 
  年次計画 

R7 R8 R9 R10 R11 

自治会内の支え

合い事業の展開 

 

 

・町と連携して、高齢者や障がい者等

の除雪やゴミ出しについて、自治会内

で支え合い事業の展開や生活支援サポ

ートセンター事業への活用等を行いま

す。 

     

 

（３）総合相談（地方再犯防止推進計画を含む） 

 

 

 

○ 令和 3年度から重層的支援体制整備事業を実施し、相談窓口は役場庁舎１階の町

保健福祉課と社会福祉協議会の窓口をそのまま活かす形で相談対応を継続して

います。この中で、各係、社会福祉協議会だけでは支援が困難な事案（課題が複

合・複雑化した事案）については、町保健福祉課と社会福祉協議会で月１回定例

開催している「相談員支援会議」にて情報共有し、必要であれば重層的支援会議

等にて協議し、支援方針等を決定してきました。「１豊かな人と心づくり（２）人

権を擁護する啓発」にも記載した通り、町と社協の連携以外にも、身近な福祉相

談所ぽっとや関係機関との連携も図りながら、引き続き相談支援を実施する必要

があります。 

継続 

実施 

実施 
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○  相談支援の中でも、ひきこもりの方への相談支援は、課題が複合・複雑化してい

る上に、長期的な支援が必要な場合が少なくありません。このことから、相談窓

口を明確にする必要があると考え、「２支え合いのしくみづくり（５）就労支援」

にも記載したとおり、ひきこもりの方への支援については、社会福祉協議会が中

心となりになってきました。引き続き、関係機関との連携を図りながら対応する

ことが不可欠です。 

 

○ こころやからだに不調のある家族の介護や援助を行う「ケアラー」、ケアラーの

うち特に 18 歳未満の「ヤングケアラー」に対する支援を推進するため、北海道

では、令和 4年 4月 1日より「北海道ケアラー支援条例」が施行されました。当

町において今回行ったニーズ調査では「『ケアラー・ヤングケアラー』という言葉

を知っていますか？」という問いに対し、「言葉は知っているが内容は知らない」

「全く知らない」が併せて約半数を占める結果となり、住民の認知度が低いこと

が明らかとなりました。ケアラー・ヤングケアラー支援の必要性を周知するとも

に、各相談窓口が連携し、ケアラー・ヤングケアラーが孤独を感じない、孤立し

ない地域づくりを目指す必要があります。 

 

○  心の悩み等の相談は、健康推進係が担ってきています。自殺対策についても計画

を策定し、令和 6 年度は第 2 期の計画策定に向け協議を進めました。「誰も自殺

に追い込まれることのないまち」を実現するため、引き続き、町、関係団体、住

民等が相互に連携・協働する仕組みを構築し、ネットワークを強化する必要があ

ります。 

 

○ 近年、経済の低迷を受け、再犯率の増加、また犯罪そのものが巧妙及び悪質化・

凶悪化しています。その上、人口の減少に伴い、地域における住民の目が行き届

かなくなっており、児童の登下校時やひとり暮らしの高齢者や高齢者世帯を狙っ

た詐欺等の被害が見受けられ、その手口は複雑・巧妙化していることから、住民・

警察・行政等の関係機関が連携した見守り体制の強化と被害を未然に防ぐ取組み

が求められています。これらの状況を受け、国は令和 5年に第二次再犯防止推進

計画を策定しました。どの地域においても、犯罪被害から住民を守るため、犯罪

や非行を起こした人に対する社会復帰支援を行うことにより、再犯の防止につな

げていくことが求められています。当町においても、住民の豊かな暮らしを守る

ために、生活環境やその他のニーズへの的確な対応を行う必要があります。再犯

の防止等に関する施策については、これまで更生保護事業や社会を明るくする運

動等の取組や、地域生活定着支援センターへの相談・連携等により進めており、

庁内の各担当課がそれぞれ役割を担ってきています。引き続き、保健福祉課や関

係課と連携のもと、取組を推進する必要があります。 



55 

 

今後の方針 

 

○ 社会福祉法人連絡会議について、町内の法人による連絡会議の設置に向けての話

し合いを行われておらず、社会福祉協議会からの提案についてまだ行えていませ

ん。 

 

 

 

○  町、社会福祉協議会と連携しながら、様々な困りごとの相談支援を行います。課

題が複合・複雑化した事案については、相談員支援会議で情報共有し、必要に応

じて重層的支援会議等で検討し、支援方針を決定します。 

 

○ 町、社会福祉協議会の連携のもと、身近な福祉相談所ぽっとの運営についても引

き続き支援します。また、現在未開設の地域でも開設できるよう検討します。 

 

○ 住民が犯罪の被害者にならないため、また、生きづらさを抱える住民が孤独、孤

立して再犯に向かわないよう、保健福祉課と関係課の連携のもと、再犯防止等に

関する取組を推進します。 

 

○ 社会福祉法人連絡会議については、設置について他の法人と連携を取り検討しま

す。 

 

みんなで行うこと 

 

□ 地域内の困りごと等の相談窓口を確認し合おう。 

 

 町の地域福祉計画 

 

事 業 名 内      容 
年次計画 

R7 R8 R9 R10 R11 

総合相談 ・こどもから高齢者までの総合的な相

談窓口を保健福祉課に置きます。 

・自殺予防対策に向けて関係機関と連

携した取組を進めます。 

・ひきこもりの方の相談対応について

は、いっぽサポートステーションを設

置し、運営は社会福祉協議会に委託し

ます。 

・保健福祉課において、ケアラー・ヤン

グケアラーへの支援を進めます。 

     

継続 
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身近な福祉相談

所ぽっとの拡充 

・現在４地区で行われている身近な福

祉相談所の更なる拡充に向け、社会福

祉協議会と連携するほか、他の介護事

業所等の協力を得て、専門職の育成等

取組を進めます。 

     

重層的支援会

議、支援会議の

運営 

・制度の狭間や複合課題を抱える「世

帯」への支援に、関係機関の協働によ

る事例検討等取組を継続します。 

     

あんしん生活サ

ポートセンター

事業の継続 

・権利擁護業務や困りごと等の総合相

談窓口として、あんしん生活サポート

センターを事業を継続します。運営は

社会福祉協議会に委託します。 

     

再犯の防止等に

関する取組の推

進 

・更生保護関係団体、保護司、地域生活

定着支援センター等との連携により、

再犯の防止等に向けた取組を進めま

す。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社協の地域福祉実践計画 

 

事 業 名 内      容 
   年次計画 

R7 R8 R9 R10 R11 

身近な福祉相談

所「ぽっと」の充

実と地域の拡大 

・町と連携しながら身近な福祉相談所

ぽっとの充実と地域の拡大を目指した

取組を進めるため、自治会連合会との

協議や市街地自治会、民生委員・児童

委員等関係機関との連携を深めます。 

     

生活困窮者やひ

きこもり者の専

用相談窓口の運

営 

生活困窮者やひきこもり者等への相談

窓口に専門職を配置し、対応を継続し

ます。 

     

継続 

 

継続 

 

継続 

 

継続 

 

継続 

 

継続 
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第 2期の評価 

 

心配事相談 ・地域住民の多様化する日常生活上の

相談への助言等を行います。また、相

談員の資質向上と関係機関との連携強

化を図ります。 

     

あんしん生活サ

ポートセンター

事業の継続 

・あんしん生活サポートセンターの相

談窓口に専門員を配置し、ゴミ屋敷・

近隣トラブル等、町と連携し問題の解

決を図ります。 

自ら支援の訴えができない方に対して

は、自治会や住民の方との連携のもと

センター職員が電話や自宅訪問を行い

状態の確認を行います。 

     

再犯の防止等に

関する取組の推

進 

・更生保護関係団体、保護司、地域生活

定着支援センター等との連携により、

再犯の防止等に向けた取組を進めま

す。 

     

社会福祉法人連

絡会議の設置 

・地域が求めるニーズに応じるため、

社会福祉法人がネットワーク化を図

り、創意工夫してサービスの創造に努

めます。 

     

 

（４）情報整備 

 

 

 

○ 災害時の避難行動要支援者情報は、現在総務課に設置された防災危機管理室にて

一元的に管理し、台帳整備に向け準備中です。台帳整備に向け必要な情報は、保

健福祉課から必要時情報提供する形で連携を図っています。また、災害時に自ら

避難することが難しい高齢者、障がい者等の個別避難計画については、現時点で

作成に至っていません。防災危機管理室と保健福祉課が連携し、作成を進める必

要があります。 

 

○ 緊急通報システムについては、現在も運用を継続しています。令和 6 年 12 月時

点で 20 件設置しており、設置数は横ばいです。広報等で周知を継続するととも

に、高齢者等に関わる支援者からの個別周知にて、利用が必要な方に適切に情報

を届けていく必要があります。 

継続 

 

継続 

 

検 討

続 

 

実施 

 

継続 
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今後の方針 

 

 

○ あんしん電話については、現在の利用者は 2名となり、行政で実施の緊急通報シ

ステムへの変更について周知が進んでいません。命のバトン事業も、5自治会 46

名の名簿がありますが、自治会での対応や活用状況について確認作業が遅れてい

ます。 

 

 

 

○ 防災危機管理室、保健福祉課が連携し、避難行動要支援者の情報管理及び個別避

難計画の作成・更新を行います。 

 

○  緊急通報システムや命のバトン等、制度の利用が必要な方に適切に情報提供し、

利用に繋げます。制度の利用を通じて得られた個人情報は適切に管理し、対象者

の見守り体制の強化に繋げます。 

 

みんなで行うこと 

 

□ 地域内の個人情報を管理し、支援が必要とする方の情報を適切に共有しよう。 

□ 「命のバトン」事業の導入について、地域内で協議しよう。 

 

 

町の地域福祉計画 

 

事 業 名 内      容 
年次計画 

R7 R8 R9 R10 R11 

避難行動要支援

者情報管理 

・町の各所管で管理している避難行動

要支援者情報の一元管理及びその活用

を進めます。 

     

緊急通報システ

ム機器の設置 

独居高齢者、障がい者世帯等一定の要

件を満たす世帯に緊急通報通報システ

ム機器を貸し出します。 

     

 

 

社協の地域福祉実践計画 

事 業 名 内      容 
年次計画 

R7 R8 R9 R10 R11 

継続 

 

実施 
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第 2期の評価 

 

 

 

 

（５）権利擁護 

 

 

 

○ 今後も増加が予想される認知症高齢者や障がい者等で判断能力が十分でない人の

権利を擁護するため、平成 26 年度にあんしん生活サポートセンターが設置され、

成年後見制度等権利擁護に関する相談を担ってきました。第 2 期計画期間中は、

市民後見人の養成を 1回行い、令和 6 年 3 月時点で、個人受任や法人後見支援員

社協広報誌等の

発行 

 

・社協の事業活動の啓発・情報提供等

を図るとともに、幅広い地域の福祉情

報を提供する「社協だより」を年 4 回

発行します。将来的には年 6 回の発行

を目指します。 

     

・社協活動の理解と福祉サービスの情

報提供のため「福祉のしおり」を作成

します。 

     

ホームページの

作成 

・社会福祉協議会のホームページの充

実を図りながら、福祉事業、福祉サー

ビス、ボランティア等の情報を町民に

提供していきます。 

・事業案内、事業報告等は、フェイス

ブック等のＳＮＳを活用して情報周知

に努めます。 

     

苦情解決制度 ・社協の福祉サービスに対する苦情処

理のため第三者委員、苦情解決責任

者、苦情受付担当を配置します。 

     

既存事業を通し

ての実態把握 

・より質の高い福祉サービスを目指し

地域福祉事業（命のバトン）、介護保

険事業等を通じて、問題の発見と的確

なニーズ把握に努めます。 

     

出前講座 ・地域における福祉の理解を一層深め

るために、社会福祉協議会職員が各地

域に出向き、福祉事業・福祉サービス

の説明を行います。 

     

継続 

 

継続 

 

継続 

 

継続 

 

実施 

 

継続 
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今後の方針 

 

として 3 名の市民後見人が活動しています。高齢化率が高い当町においては、増

え続ける認知症高齢者等の支援のために必要な資源であることから、引き続き市

民後見人の養成、社会福祉協議会が法人後見受任できる体制整備が必要となりま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 平成 28 年に成立した成年後見制度利用促進法を受け、平成 29 年には国の成年後

見制度利用促進基本計画が定まりましたが、当町も令和 5 年度に津別町成年後見

制度利用促進基本計画を制定しています。後見人等の受任調整（審査検討）機能

を北見地域成年後見中核センターに委託し、成年後見制度利用促進のための体制

を整備しています。引き続き、弁護士等の専門職や北見地域成年後見中核センタ

ーと連携し、体制整備に努める必要があります。 

 

○  判断能力の低下した方々や身寄りのない方に対しては、成年後見制度の利用だけ

ではなく、自分の最期をどのように迎えたいか等の意思決定支援が求められてい

ます。第 2期計画期間内で、あんしん生活サポートセンター事業の研修にて、意

思決定支援をテーマとした研修会を開催してきました。今後も継続的に意思決定

支援について研修を重ね、判断能力が低下した方々への支援体制の強化に努める

必要があります。 

 

○  加えて、詐欺被害等の消費者被害も、全国的に頻発しています。当町においても

例外ではなく、特に高齢化が進むことからも、消費者協会等関係機関と連携しな

がら、消費者被害から住民を守る取組が必要です。 

 

 

 

○  あんしん生活サポートセンター事業の運営を社会福祉協議会に委託し、市民後見

人支援や判断能力の低下した方への支援体制整備に努めます。 

市民後見人フォローアップ研修
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○  成年後見制度の利用促進を図るため、策定した成年後見制度利用促進計画に基づ

き、弁護士等の専門職等と連携しながら、支援を必要とする方のための体制整備

に努めます。 

 

○  認知症高齢者や知的障がい者、精神障がい者等、自分の意思を表出できない、伝

えることが出来ない人や、身寄りがない高齢者等が、自分の最期をどのように対

応して欲しいのか等、本人の意思を確認することにと努めます。 

 

○  判断力の低下のある方々等「配慮を要する消費者」を見守るためのネットワーク

と併せて、世代をこえて見守りできるようなネットワーク構築について、関係機

関と協議を進めます。 

 

 

みんなで行うこと 

 

□ 地域内で困っている方や財産が脅かされている人を見かけたら、役場やあんしん

生活サポートセンターに連絡しよう。 

 

町の地域福祉計画 

  

事 業 名 内      容 
年次計画 

R7 R8 R9 R10 R11 

あんしん生活サ

ポートセンター

事業の継続 

・判断能力が十分ではない高齢者等の

権利擁護のため、あんしん生活サポー

トセンター事業の運営を社会福祉協議

会に委託し、実施します。 

     

成年後見制度利

用促進基本計画

の策定 

・成年後見制度の利用促進を図るため

地域連携ネットワーク・中核機関に期

待される機能の段階的・計画的整備を

盛り込んだ津別町成年後見制度利用促

進基本計画を策定し、必要な体制を整

備します。 

     

判断能力の低下

した方への支援

強化 

・判断能力の低下した方への支援とし

て、意思決定支援や消費者被害から守

るための支援を、町や関係機関との連

携のもと実施します。 

     

 

 

継続 

 

継続 

継続 
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社協の地域福祉実践計画 

 

・成年後見制度・・・認知症、障がい等によって判断能力が十分ではない人の権利を保護する   

          ための制度で、判断能力に応じて次のように分かれています。 

 

区分 本人の判断能力 援  助  者 

後 見 全くない 後見人 

事 業 名 内      容 
   年次計画 

R7 R8 R9 R10 R11 

権利擁護事業 ・町からの受託事業である、あんしん

生活サポートセンターの事業として、

成年後見制度の相談・申立て支援、広

報普及啓発、市民後見人養成・活動支

援、関係機関連絡調整業務等適切に実

施します。 

     

・社会福祉協議会の事業である法人後

見受任業務を行い、市民後見人も後見

支援員として活動を担います。 

     

・北海道社会福祉協議会からの受託事

業である日常生活自立支援事業、安心

サポート事業（生活支援世帯に対する

現物給付）を実施します。 

     

・身寄りのない方や成年後見人等にお

いて、本人の望む生活を後押しできる

よう、意思決定支援フォロワーの養成

を推進します。 

     

・判断能力の低下した方への支援とし

て、消費者被害から守るための支援を、

町や関係機関との連携のもと、実施し

ます。 

     

成年後見制度利

用促進基本計画

の推進 

成年後見制度実施機関の立場として、

町が策定した成年後見制度利用促進基

本計画の中で、実効性のある地域連携

ネットワークや中核機関の設置等検討

を進めます。 

     

実施 

 

継続 

 

継続 

 

継続 

 

実施 

 

実施 

 

http://ord.yahoo.co.jp/o/image/_ylt=A7dPdD35C_dU8XsAFDmU3uV7;_ylu=X3oDMTBiNzloa3JsBHZ0aWQDanBjMDAx/SIG=120uhi7ci/EXP=1425563001/**https:/t.pimg.jp/011/165/244/1/11165244.jpg
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今後の方針 

 

第 2期の評価 

 

法定

後見 

保 佐 特に不十分 保佐人 家庭裁判所の判断で監督人が選任する

こともある。 補 助 不十分 補助人 

任意後見 

本人の判断能力が不十分になったときに、本人があらかじめ結んでおいた

任意後見契約に従って任意後見人が本人を援助する制度。家庭裁判所が任

意後見監督人を選任したときから、その契約の効力が生じる。 

 

・個人受任・・・市民後見人が、直接後見人として家庭裁判所から審判がおり活動する形態 

・法人後見・・・社会福祉協議会が、法人として後見人となる形態で、長期にわたるケースや困 

        難ケースの場合に有効。市民後見人は、法人とともに後見支援員として活動。 

・日常生活自立支援事業・・・北海道社会福祉協議会の事業で、判断能力が低下している高齢者 

        や障がい者等のうち、契約行為が可能な方で、福祉サービスの利用援助、日常 

的な金銭管理等を支援員が行う制度。 

・意思決定フォロワー・・・同じ町民として、定期的な訪問を通じ、本人を見守り、本人の望む

生活について一緒に考え、後押しする役割をもつ、本人の一番の理解者と

なる人である。 

 

 

（６）要配慮者支援 

 

 

 

○ 「（４）情報整備」にも記載の通り、災害時の避難行動要支援者情報は、現在総務

課に設置された防災危機管理室にて一元的に管理し、台帳整備に向け準備中です。

台帳整備、更新に必要な情報は、都度保健福祉課から防災危機管理室へ情報提供

します。避難行動要支援者の個別支援計画についても、「（４）情報整備」に記載

の通りです。 

 

 

 

○ 防災危機管理室、保健福祉課が連携し、避難行動要支援者の情報管理及び個別避

難計画の作成・更新を行います。 

 

みんなで行うこと 

 

□ 避難行動要支援者の具体的支援内容について自治会内の協議を行います。 

□ 避難指示の情報伝達や避難ルートの確認等訓練に参加します。 
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第 2期の評価 

 

町の地域福祉計画 

 

 

社協の地域福祉実践計画 

 

 

（７）健康・介護予防 

 

 

 

○ 本町の基幹病院として位置づけられている津別病院に対し、第 2 期計画期間中も

地域医療維持補助金を継続して交付してきました。住み慣れた地域、自宅で最期

まで生活するには、在宅高齢者への 24 時間態勢の往診や訪問看護を行う津別病

院と町との連携が不可欠です。今後も、津別病院と町が連携し、住み慣れた地域

で暮らし続けていける体制づくりを進める必要があります。 

 

事 業 名 内      容 
年次計画 

R7 R8 R9 R10 R11 

避難行動要支援

者名簿の作成と

情報の提供 

・避難行動要援護者名簿を整備し、避

難支援関係者に情報提供を行い、平常

時からの見守り体制を強化します。 

   

 

 

  

避難訓練・防災

訓練の実施 

・地域防災計画に基づく避難訓練や防

災訓練、避難行動要支援者への情報伝

達、避難の方法等、自主防災組織等と

連携した訓練を取り組みます。 

     

事 業 名 内      容 
年次計画 

R7 R8 R9 R10 R11 

災害ボランティ

アセンターの設

置 

・災害発生時速やかに災害ボランティ

アセンターを設置し、ボランティアの

受入や派遣を行います。また、支援体

制の強化のため、北海道社会福祉協議

会と結んだ「災害救援活動の支援」に

関する協定書に基づき、災害時の職員

派遣、支援要請の依頼及びボランティ

アセンター設置等マニュアル整備や災

害時備品機材確保等、町とも連携しな

がら災害時対応を進めていきます。 

   

 

 

  

実施 

 

実施 

 

検討・災害時実施 
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今後の方針 

 

○ 国保加入者における 30 歳代の生活習慣病予防健診、40 歳から 75 歳未満の特定健

診、75 歳以上の後期高齢者健診、脳心血管ドックを実施していますが、特定健診

と後期高齢者健診の受診率は低い状況です。また、がん検診については、国の受

診率を上回っているものの、当町の健康増進計画目標値には到達していない状況

です。生活習慣病の予防、悪化防止、介護予防のためには、健診での早期発見が

重要であり、健診後の保健指導を充実させる必要があります。 

 

○ 妊娠・産後・子育て期、乳幼児期、学童・思春期、成人期を対象とした、健康相

談、訪問指導、健康教室等の保健事業を実施しています。健康教室では、成人を

対象とした栄養・運動教室、各団体の依頼による健康等の講話、母親学級・両親

学級、育児学級、離乳食教室を実施しています。乳幼児期では健診のほかに、う

歯予防対策としてフッ素塗布・フッ素洗口事業を実施し、成人期・後期高齢者で

は、歯周病検診を行っています。また、疾病予防を目的に各種予防接種を実施し

ています。 

 

○ 地域包括支援センターで行っている一般介護予防事業は、自治会や老人クラブ等

の団体からの依頼に応じた健康教育（集団）や、高齢者のフレイル対策として保

健指導並びに、介護予防に資する各種の「通いの場」を企画し事業実施していま

す。地域包括支援センターが直轄する「通いの場」には、認知症予防を目的とし

た脳活性化教室（脳活健康マージャンサロン）、フレイル状態の改善を目指した通

所型介護予防事業（ミズナラ倶楽部）等があります。併せて、運動機能低下や閉

じこもりがちな高齢者を要介護状態へ移行させないために、地域住民が主体とな

って行ういきいき百歳体操の開催を支援します。 

 

○ サロン事業については、高齢者が住みなれた地域で仲間づくりや世代間交流を含

め、健康でいきいきとした生活が送れることを目的としており、その業務を社会

福祉協議会に委託しています。令和 7 年 1 月時点で、ふれあいサロン 12 地域と

運動サロン 2地域で実施されていますが、開催地区の拡大が課題になっています。 

 

○ 一般介護予防事業に含まれる生活支援サポートセンター事業は、高齢者等が住み

慣れた地域で自立した日常生活を営めるよう、住民同士で支え合う活動です。双

方にとって社会交流や介護予防に資する取組として役割が期待されています。生

活支援サポーターの養成・活動エリアの拡大が求められています。 

 

 

 

〇引き続き、町の基幹病院である津別病院を維持するための支援を行います。 

〇地域住民の健康維持のため、各種検診、保健事業等、介護予防に関する取組を継続
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します。 

 

みんなで行うこと 

 

□ 自分の健康は自分で守ることを基本に、日常生活を送ろう。 

□ 高齢になっても介護状態にならないよう、健診や早期治療等に心がけよう。 

□ 地域内で健康づくりや支え合い活動が取り組まれるよう協議しよう。 

 

町の地域福祉計画 

 

事 業 名 内      容 
年次計画 

R7 R8 R9 R10 R11 

地域医療を守る

取組 

・町の基幹病院である津別病院への維

持補助金の継続や在宅高齢者等に対す

る支援について、病院と連携した取組

を進めます。 

   

 

 

  

特定健診・後期

高齢者健診・心

血管ドックの受

診 

・生活習慣病等の予防のため国保、後

期高齢者医療加入者に対する健診を実

施します。 

     

がん検診 ・各種がん検診（胃・肺・大腸・前立腺・

乳、子宮）を実施します。 

     

歯科保健事業 ・成人期、後期高齢者を対象とした歯

周病検診を実施します。 

・幼児期のう歯予防として、フッ素塗

布、フッ素洗口事業を実施します。 

     

乳幼児健診 乳児・幼児（4か月、10 か月、1歳 6か

月、3歳）の健診を実施します。 

     

予防接種 疾病予防を目的に、各種予防接種を実

施します。 

     

健康教室・健康

相談・訪問指導

（65 歳未満） 

・健康推進係にて、妊娠期、産後、子育

て期、乳幼児期、学童、思春期、成人期

を対象とした各種健康教室の実施、健

康相談、訪問支援を行います。 

     

保健指導、訪問

支援（65歳以上） 

・高齢者相談係にて、65 歳以上の高齢

者を対象とした保健指導や訪問支援を

行います。 

     

継続 

 

継続 

 

継続 

 

継続 

 

継続 

 

継続 

 

継続 

 

継続 
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継続 

 

 

 

社協の地域福祉実践計画 

 

事 業 名 内      容 
   年次計画 

R7 R8 R9 R10 R11 

ふれあい・いき

いきサロン事業 

・各地区のサロン開催を支援し、健康

に不安のある方がいた場合には、必要

に応じて必要な専門職（保健師・運動

指導員等）と連携しアドバイスを行い

ます。 

     

・運動指導員による介護予防に資する

運動を中心とした「運動サロン」を行

い、身体機能の維持・向上を図ります。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

ミズナラ倶楽部 ・基本チェックリストに該当する高齢

者が、介護状態へ移行することを防ぎ

介護予防に資する「通いの場」として

実施します。 

     

脳活健康サロン ・認知症へ移行するリスクの高い高齢

者が介護状態へ移行することを防ぎ、

脳活性化に資する「通いの場」として

実施します。 

     

ふれあい・いき

いきサロン事業 

 

・地域住民が主体的に参加しながら、

生きがいや健康づくり、高齢者の孤独

感や不安感の解消を図ることを目的

に、社会福祉協議会に運営を委託して

実施します。 

     

いきいき百歳体

操 

・身近な地域で住民が主体的に参加で

きる、介護予防に効果的な運動として

開催を支援します。 

     

継続 

 

継続 

 

継続 

 

新規 

(R6 から実施) 

継続 
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第５章 

地域共生社会の実現に向け 
       た重点推進プラン 
 

 国は、社会福祉法を改正し（平成 30 年 4 月 1 日施行）、「公的支援を『縦割り』か

ら『丸ごと』へ」、「『我が事』・『丸ごと』の地域づくりを育む」ことを目指し、高齢者

支援として推進してきた分野・主体間を超えて、連携による支え合いの仕組み「地域

包括ケアシステム」を、地域に暮らす全ての人が支え合う仕組みとして深化・推進さ

せた「地域共生社会」の実現に動き出しました。 

その後、令和元年度に閣議決定された「経済財政運営の改革の基本方針 2019」にお

いては、「断らない相談支援などの包括的支援や多様な地域活動の普及・促進につい

て、新たな制度の創設検討を含め、取組を強化する」との方向性が示されたところで

す。 

こうした流れを受け、令和 2年に改正社会福祉法が制定となり、令和 3年 4月から

施行されます。この骨格は、複雑化・多様化が進む中での福祉政策の新しいアプロー

チとして、専門職による対人支援は、「具体的な課題解決を目指すアプローチ」と「つ

ながり続けることを目指すアプローチ」の二つを支援の輪として組み合わせていく必

要があり、その上で、「属性を問わない相談支援」「参加支援」「地域づくりに向けた支

援」という三つの支援を一体的に行う市町村の新たな事業（重層的支援体制整備事業）

を創設することとなりました。 

改正社会福祉法の施行とともに、本町でも重層的支援体制整備事業を活用し、地域

共生社会の実現に向けた取組を強化し、現在に至っています。 

本章では、津別町重層的支援体制整備事業実施計画及び津別町成年後見制度利用促

進基本計画について記載し、地域共生社会の実現に向けた重点推進プランを示すこと

とします。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：厚生労働省 
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１ 津別町における包括的な支援体制の整備について（重層的支援体制

整備事業実施計画） 
 

１）津別町における重層的支援体制整備事業実施に向けての取組の背景・経緯 

 

（１）「地域相互支援型自治体推進モデル」の取組 

津別町では、大阪市立大学の岩間伸之教授・野村恭代准教授、北海道総合研究調査

会（ＨＩＴ）及び津別町社会福祉協議会との合同研究として、「地域相互支援型自治体

推進モデル」の取組を行ってきています。 

これは、人口減少社会及び超高齢社会を想定し、地域住民の総力を結集した「支え

合い」を基調に、日常生活圏域における専門職と地域住民とが協働する総合相談体制

と、それを支える地方自治体の役割を明確にした、社会的孤立者（生活困窮者やひき

こもり者等）への支援のあり方を提示する事業として、平成 27 年度より開始されて

いる事業です。 

 当該事業では、津別町全世帯の 1/5 に当たる世帯（13 自治会 499 世帯）に対し、

「ご近所づきあい」及び「生活課題の実態」に関する調査を行い、そこで得られた調

査結果を踏まえ、町内の社会的孤立者を含む要支援事例、準要支援事例、要支援予備

群事例を分類、調査対象地域のうち旭町第 3自治会、活汲中央自治会の 2自治会をモ

デル地区として選定し、平成 28 年度より「身近な福祉相談所『ぽっと』」（以下、「ぽ

っと」という。）を開設しました。加えて、平成 30 年度より、豊永第 3自治会、緑町

第 2自治会の 2箇所も新たに開設し、町内 4箇所の相談拠点が展開されています。 

 

（２）津別町「多機関の協働による包括的支援体制構築事業」について 

 厚生労働省は、福祉ニーズの多様化・複雑化を踏まえ、単独の相談機関では十分に

対応できない、いわゆる「制度の狭間」の課題の解決を図る観点から、複合的な課題

を抱える者等に対する包括的な支援システムを構築するとともに、高齢者等のボラン

ティア等と協働し、地域に必要とされる社会資源を創出する取組をモデル的に実施す

る「多機関の協働による包括的支援体制構築事業」を平成 28 年度より開始していま

す。 

 この事業は、それまで津別町が取り組んできた「地域相互支援型自治体推進モデル」

と重なり合う要素がありました。そこで津別町としても、平成 30 年度より「多機関

の協働による包括的支援体制構築事業」に取組、「ぽっと」の活動を進化・拡大させつ

つ、町内での全世代型の包括的支援体制構築に取り組んできたところです。 
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２）計画策定の趣旨 

 

（１）計画策定の意義・目的 

「重層的支援体制整備事業」は、既存の介護、障がい、子ども、生活困窮の相談支

援等の取組を活かしつつ、地域住民の複雑・複合化した支援ニーズに対応するため、

それぞれの既存制度の「枠」にとどまった連携を超えて、それぞれが与えられている

役割を超えて、少しずつ広げた「のりしろ」を重ね合わせることで支援機関を超える

チームアプローチが実現される必要があり、かつ、属性を問わない相談支援、参加支

援、地域づくりに向けた支援を一体的に実施するものです。 

本事業は、市町村が判断する「手上げ」の仕組みとなっています。津別町は決して

大きな自治体でもなく、豊富な社会資源がある自治体ではないため、このような新し

い事業に名乗りを挙げることは大きな挑戦となりますが、これまでの「ぽっと」をは

じめとした地域福祉の取組や、第２期津別町地域福祉計画の基本理念「助け合い見守

りで、安心して住み続けられるまち つべつ」を目指していく上でも必要な取組であ

ると位置づけます。 

以上のことを踏まえ、本事業を推進していくための体制づくりとして本計画を策定

します（※）。 

 

（※）社会福祉法では、本事業を適切かつ効果的に実施するため、「重層的支援体制整

備事業実施計画」を策定するよう努めることとしており（法第百六条の五）、当

該事項に基づき、本計画を策定するものです。 

 

（２）計画期間 

本計画の計画期間は、「津別町地域福祉計画」と合わせ、令和 7年度から令和 11 年

度までの 5か年とします。 

なお、各制度全体の計画として、介護・障がいは 3年毎、子どもは 5 年毎に策定さ

れることから、本計画の内容と適宜整合させていくこととします。 

 

３）計画の基本的な考え方 

 

（１）重層的支援体制整備事業計画の前提 

本事業は、社会福祉法第 106 条の３に規定されている市町村の努力義務（第１号～

３号の施策、下記参照）を果たしている市町村であることを前提として、それをより

積極的・高度に進める市町村との位置づけとなっています。 
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（２）計画の基本方針 

 地域共生社会は、高齢者介護、障がい福祉、児童福祉、生活困窮者支援等の制度・

分野の枠や、「支える側」「支えられる側」という従来の関係を超えて、人と人、人と

社会がつながり、一人ひとりが生きがいや役割を持ち、助け合いながら暮らしていく

ことのできる地域を共に創っていく社会です。実現に当たっては、この理念を踏まえ

包括的な支援体制の整備を進めていきます。  

 地域住民の複合化・複雑化したニーズに対応するため、「属性を問わない相談支援」

「参加支援」「地域づくりに向けた支援」を一体的に実施する「重層的支援体制整備事

業」を実施していきます。 

 ⅰ 「属性を問わない相談支援」 介護（地域支援事業）、障がい（地域生活支援事

業）、子ども（利用者支援事業）、困窮（生活困窮者自立支援事業）の相談支援に

係る事業を一体として実施し、本人・世帯の属性にかかわらず受け止める。 

 ⅱ 「参加支援」 介護、障がい、子ども、困窮等各分野で行われる既存の社会参

加に向けた支援では対応できないニーズに対応するため、地域の社会資源等を活

用して社会とのつながりづくりに向けた支援を行う。 

 ⅲ 「地域づくりに向けた支援」 介護（一般介護予防事業、生活支援体制整備事

業）、障がい（地域活動支援センター）、子ども（地域子育て支援拠点事業）、困窮

（生活困窮者のための共助の基盤づくり事業）の地域づくりに係る事業を一体と

して実施し、地域社会からの孤立を防ぐとともに、地域における多世代の交流や

多様な活躍の場を確保する。 

 

４）重層的支援体制整備事業の各種取組 

 

 本事業にて取り組む内容として、下記、（１）属性を問わない相談支援～（４）アウ

トリーチ等を通じた継続的支援について記します。なお、関連する事業の実績の値を

参考として記載していますが、目標値については、現時点（計画策定時点）において

（包括的な支援体制の整備） 

第 106 条の３ 市町村は、次に掲げる事業の実施その他の各般の措置を通じ、地域住民等及び支援関係機関

による、地域福祉の推進のための相互の協力が円滑に行われ、地域生活課題の解決に資する支援が包括的に

提供される体制を整備するよう努めるものとする。 

一 地域福祉に関する活動への地域住民の参加を促す活動を行う者に対する支援、地域住民等が相互に交流を

図ることができる拠点の整備、地域住民等に対する研修の実施その他の地域住民等が地域福祉を推進する

ために必要な環境の整備に関する事業 

二 地域住民等が自ら他の地域住民が抱える地域生活課題に関する相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を

行い、必要に応じて、支援関係機関に対し、協力を求めることができる体制の整備に関する事業 

三 生活困窮者自立支援法第二条第二項に規定する生活困窮者自立相談支援事業を行う者その他の支援関係

機関が、地域生活課題を解決するために、相互の有機的な連携の下、その解決に資する支援を一体的かつ計

画的に行う体制の整備に関する事業 

２ 厚生労働大臣は、前項各号に掲げる事業に関して、その適切かつ有効な実施を図るため必要な指針を公表

するものとする。 
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どのような定義でどのようにとりまとめていくかが固まっていないため、今後継続的

に検討します。 

 

（１）属性を問わない相談支援（包括的相談支援事業） 

①第 2期の評価 

 相談者の属性や年代、相談内容に関わらず、庁内の各相談機関（保健福祉課、社会

福祉協議会）が包括的に相談を受け止め、利用可能な福祉サービスに関する情報の提

供及び助言を行ってきました。さらに、地域の相談拠点や各相談機関において複雑化・

複合化した課題を抱える事例は、「相談員支援会議」に諮ったうえで、後述する多機関

協働事業につなぎ、重層的支援会議又は支援会議に諮ってきました。 

 

②目標 

引き続き、上記相談窓口にて包括的に相談を受け止めながら必要な情報提供、助言

等を行うとともに、複合・複雑化した課題を抱える事例については、重層的支援会議

等に諮っていきます。 

 なお、身近な福祉相談所ぽっとについては、毎年既存のぽっとに関する評価、地域

ニーズ等を整理したうえで、ぽっとの拡大についても検討します。 

 

③取組事項 

ⅰ．相談窓口 

  重層的な支援を行っていくうえで求められる相談窓口について、以下の図表 1の

とおり町内に窓口を設けています。 

ただし、各分野で特に対象者を狭めることなく、それぞれの相談機関の窓口機能

を活かし、伸びしろを持ちながら対応していくことを目指します。 

 

 図表 1 現在の相談窓口と主な対象分野 

想定する窓口・担当部署 主な対象分野 

地域包括支援センター（高齢者相

談係） 

・65 歳以上の高齢者及びその家族 

障がい者相談支援事業所（高齢者

相談係） 

・障がいのある人で障がい福祉サービスを

利用する方及びその家族 

健康推進係 ・18～64 歳の地域住民（健康・発育等） 

福祉係 ・生活保護受給者 

・生活困窮者（就労・心身の状況、地域社会

との関係性その他の事情により、現に経済的

に困窮し、最低限度の生活を維持することが

できなくなるおそれのある者） 
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こども家庭センター（福祉係・健康

推進係） 

・妊産婦、18 歳未満のこどもとその保護者 

・要保護・要支援児童、ヤングケアラー 

あんしん生活サポートセンター

（社会福祉協議会） 

・判断能力が十分ではない方 

いっぽサポートステーション（社

会福祉協議会） 

・ひきこもりの方 

身近な福祉相談所ぽっと ・地域住民全般 

  

 

ⅱ．相談体制 

  津別町の包括的相談支援体制を示したのが次ページの図表 2です。地域の相談拠

点では 4箇所ある「ぽっと」が、早期発見・早期対応による予防的支援として、地

域内の情報共有や見守り活動、地域の課題解決に向けた取組を行います。また、「ぽ

っと」は専門職と協働での相談拠点であるため支援会議として位置づけし、要支援

者の事例検討も含め支援し、困難事例については町圏域の相談機関へとつなげてい

きます。（「ぽっと」については次ページ参照）。 

また、町圏域の相談体制は、集合型・ワンストップで受け止めるのではなく、各

相談窓口の機能を生かした分散型チームアプローチを目指します。なお、各相談支

援機関をつなぐ「相談支援包括化推進員」を配置し、各分野の相談窓口が効果的に

運用するように調整を行います。この「相談支援包括化推進員」については、津別

町社会福祉協議会への委託により配置しています。 

  なお、相談支援包括化推進員を事務局にして、各相談窓口の相談員を構成員とし

た「相談員支援会議」を開催し、重層的支援会議に協議する案件等の調整を図って

います。 

 

ⅲ．対象エリア 

  相談者の受け入れとしては、原則として町内全域としますが、連携する社会資源

は必要に応じて町内外と積極的に連携し、支援会議又は重層的支援会議（後述）を

適宜開催、支援プランを作成し、支援を行います。また、「ぽっと」については、そ

れぞれの自治会規模を想定しています。 
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図表 2 津別町における包括的相談支援体制イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅳ．身近な福祉相談所「ぽっと」について 

  身近な福祉相談所「ぽっと（図表 3）」は、平成 28 年度より、旭町第 3 自治会、

活汲中央自治会の 2 自治会をモデル地区として開始し、平成 30 年度より、豊永第

3 自治会、緑町第 2 自治会の 2 箇所も新たに開設し、町内 4 箇所の相談拠点が展開

され現在に至っています。本事業においては、これまでの役割と同様に、自治会内

で支援を必要とする方の早期発見・早期対応による予防的支援や、支え合い活動に

よる課題解決と見守り活動を行っていくこととします。 

  なお、「ぽっと」での取組は、町として積極的に支え、上記の役割が果たせるよう

に努めます。また、「ぽっと」は社会福祉法上の「支援会議」としても位置づけ、関

係する規定を整えることとします。また、現在町内 4 地区で展開されていますが、

将来的に住民ニーズに応じて拡大も視野に検討していきます。 

保健福祉課の健康推進係、福祉係、高齢者相談係及び介護保険係の町職員が、「ぽ

っと」の専門職を兼務し、社協職員と、相談支援と継続支援、地域の担い手との個

別支援に向けた話し合いや、同行訪問の基点及び地域課題の情報共有のため 1ヶ月

～2 ヶ月に 1 回程度の訪問、支援会議を行っていきます。また、行政として、地域

から出た課題に対し、参加支援等解決に向けた取組を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

こども家庭センター 

＊オホーツク総合振興局社会福祉課  ＊オホーツク相談支援センターふくろう（生活困窮者自立相談支援事業） 

＊北見保健所                ＊基幹相談支援センター（北見市） 

＊アドバイザリーボード（大阪公立大学研究推進機構都市科学・防災研究センター／大学院現代システム科学研究科

野村研究室、（一社）北海道総合研究調査会））        ほか 

あんしん生活サポートセンター・いっぽサポートステーション 
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図表 3 「ぽっと」のイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）参加支援 

①第 2期の評価 

 地域住民・相談者の状態像に応じて、社会との接点を創出し、相互の関係性の中か

ら自己肯定感や自己有用感を取り戻すことを目指すため、引き続き参加支援にかかる

居場所の運営や、参加支援が必要な方への個別支援を行ってきました。 

 令和 5年度末時点の参加支援に係る実績は以下のとおりです。 

項目 令和 5年度末  

参加支援に係る居場所等 2 か所 

参加支援の支援対象者数 3 名 

 

 参加支援事業の対象となる方は少ない状況ですが、引き続き関係する相談窓口と連

携しながら、対象となる方には適切な支援を行う必要があります。 

 

②目標 
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引き続き、地域住民・相談者の状態像に応じた支援を行うとともに、地域資源や既

存の制度を組み合わせ、選択肢を創出することを目指します。そのために、保健福祉

課及び相談支援包括化推進員を中心に、地域における資源開発や利用調整等を行うコ

ーディネート機能を担います。 

 

③取組事項 

ⅰ．ひきこもりの方や障がいのある方のための居場所の運営 

  平成 29 年から町内の空き家を活用して、ひきこもり状態にある人のうち、家族

以外の第三者とつながりをもっていくため、安心して過ごせる場所として居場所を

開設してきました。 

令和 3年 5月からは健康福祉センター新築に伴い場所が変更されましたが、引き

続き支援員を配置しながら「家族以外の人と関わる」「手作業しながら生活体験す

る」「仲間づくりをする」等、安心して自分らしく過ごせる場所を目指していきます。 

  また、対象者もひきこもり状態の人だけでなく、障がいをもつ等社会的に孤立し

ている人も含めて開設します。 

 

ⅱ．社協あぐり 

  ひきこもり状態のある人への理解を深めながら、当事者も社会との関りをもって

いこうと、平成 30 年から町内の農地を借用して社協「あぐり」を運営しています。 

  種まきから草取り、収穫までを地域のボランティアと一緒に汗を流すことで、生

産された農産物の喜びとともに、孤立しがちな当事者や家族を応援してくれる人を

増やしていくことで、優しい地域づくりにつなげていきます。 

  なお、収穫物については、加工品として第三者へ提供し、得られた寄付を事業運

営の一部にあてることができるよう、実施しながら研究・検討を重ねます。 

 

ⅲ．参加支援事業利用者のプラン作成について 

  参加支援事業を利用する方には、プラン作成の上支援を行います。利用について

は、プラン作成の後、重層的支援会議に諮り進捗管理を行い、本人が望む社会参加

に向けて、地域の資源等とのつながりができるほか、本人とつながった先との関係

性が安定したと判断した段階で、プランに基づいた支援を終結とします。 

 

 

（３）地域づくりに向けた支援 

①第 2期の評価 

 重層的支援体制整備事業内の地域づくり事業対象事業である介護予防事業、地域子

育て支援拠点事業等、引き続き実施してきました。対象となる高齢者、子育て世代の

方々等に対し、各相談窓口から対象者に対し情報提供する中で、必要な方に参加いた

だけている実情があります。 
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 一方で、介護予防事業については、担い手となる住民の確保が困難な地域があり、

地域子育て支援拠点事業については、少子化・保育ニーズの増大による利用者の減少

がある等、それぞれ課題がある状況です。引き続き、町と地域住民、事業実施機関等

で協議し、事業のあり方を検討する必要があります。 

 また、世代や属性を超えて地域住民同士が出会い参加できる場・居場所の確保につ

いても、日頃の相談等から住民ニーズを把握したうえで検討する必要がありますが、

第 2期計画期間内では新たな事業等の創設には至っていません。身近な福祉相談所ぽ

っとの他地域での実施についても、引き続き検討する必要があります。 

なお、令和 5年度末の各種事業の実績は以下のとおりです。 

項目 令和 5年度末 

地域介護予防活動支援事業 

 ・いきいきサロン事業 

 ・運動サロン事業 

 ・いきいき百歳体操事業 

 ・いきいきポイント事業（登録者数） 

 ・生活支援サポートセンター事業（登

録者数） 

地域活動支援センター機能強化事業（利

用者数） 

地域子育て支援拠点事業 

（※子育て支援センター） 

生活困窮者支援等のための地域づくり事

業（※身近な福祉相談所ぽっと） 

 

11 か所 

2 か所 

6 か所 

135 人 

75 人 

 

1 人 

 

1 か所 

 

4 か所 

 

②目標 

相談支援や参加支援において実践される個別支援による成果や課題を踏まえ、住民

が地域社会からの孤立を防ぎ地域で支え合う関係性を広げていくため、また、津別町

全体における包括的支援体制を支えていくために「地域づくり」に取り組みます。 

 

③取組事項 

介護、障がい、子ども、困窮の各法等に基づく各種事業を継続しながら、事業の参

加者や参加したいけどできない方のニーズを把握しながら、交流・参加・学びの機会

を生み出すための地域活動のコーディネートを行うことや、世代や属性を超えて地域

住民同士が出会い参加できる場・居場所の確保に向けて取り組みます。 

各種取組については、相談員支援会議や、庁外の関係機関も含めた「多機関の協働

による包括的支援体制構築に伴うネットワーク会議」等での議論を踏まえて展開して

いくこととします。 
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図表 4 主な地域づくりに向けた支援の取組例 

機能 分野 分野各制度の事業・取組 

交流・参加・学びの機会を生み

出すための地域活動のコーデ

ィネート 

介護 ・生活支援コーディネーター 

地域の助け合い活動を実施、推進す

る団体が連携・協働する機関である生

活支援体制整備推進協議体の機能拡

充を図りながら、住民主導の通いの場

の確保等住民主体の活動が取り組ま

れるよう生活支援コーディネーター

が働きかける。 

子ども ・地域子育て支援拠点事業（子育て支

援センター） 

 ボランティア講座等の多様な活動・

イベントの実施等を行い、活動の機会

の拡大を図り、在宅高齢者とのつなが

りから子育て広場や地域での活躍の

場を拡充する等コーディネーターを

行う。 

困窮 ・生活困窮者支援等のための地域づ

くり事業 

 年齢や生活環境等にかかわらず、働

く（役割のある）場をつなぎ合わせる

ようなコーディネートを行う。身近な

福祉相談所ぽっとのなかでも、地域住

民の課題・ニーズ把握した中で、必要

時に相談支援包括化推進員等がコー

ディネートしながら働く（役割のあ

る）場とつなぎ合わせる。 

全般 多機関の協働による包括的支援体制

構築に伴うネットワーク会議メンバ

ーを対象とした情報共有・研修等の実

施 

世代や属性を超えて地域住民

同士が出会い、参加できる場

や居場所の確保 

介護 一般介護予防事業として実施する住

民主体の通いの場 

・いきいき百歳体操 

・サロン活動 

・介護予防いきいきポイント事業 

・生活支援サポートセンター事業 
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障がい ・地域活動支援センター 

 働くことが困難な障がい者の日中

の活動をサポートし、創作的活動又は

生産活動の機会の提供を行う。 

子ども ・地域子育て支援拠点事業  

子育て広場に高齢者が参加し、育児

の先輩として子育て世代との交流の

機会を提供する。また、ボランティア

講座等に参加し、将来的にも学齢にな

った親子や在宅高齢者とのつながり

から、地域食堂等、子育て広場や地域

での活躍の場を広げる。 

困窮 ・生活困窮者のための共助の基盤づ

くり事業 

 世代や属性を超えて誰もが気軽に

立ち寄り、自由に過ごせる場として、

コミュニティカフェやフリースペー

スを確保する。 

全般 ・既存サロンや「ぽっと」の機能の拡

張 

・各分野で実施する事業について、世

代や属性を超えた利用ニーズに応じ

た機能の拡張 
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（４）アウトリーチ等を通じた継続的支援 

①第 2期の評価 

 ひきこもり状態にある等で、必要な支援が届いていない人に支援を届けるため、社

会福祉協議会に配置する相談支援包括化推進員を窓口とし、アウトリーチ等を通じた

継続的支援を行える体制を継続しました。 

 令和 5年度末の実績は、以下のとおりです。 

項目 R5 年度 

アウトリーチ等の件数 1 件 

 

②目標 

 ひきこもり状態にある等で、必要な支援が届いていない人に支援を届けるため、相

談支援包括化推進員を事務局にし、アウトリーチ等を通じた継続的支援を行います。

必要に応じて、相談員支援会議の開催や「ぽっと」とも連携しつつ、地域住民・専門

職・訪問支援員が本人との信頼関係を構築していくことを目指します。 

 

③取組概要 

平成 27 年度に行った地域相互支援型自治体推進モデル事業による「ご近所つきあ

いに関する調査」の訪問で明らかになったひきこもり世帯について、アウトリーチ等

当事者に寄り添った支援により、就労継続支援事業所に通いだしたひきこもり状態に

あった人、社協あぐりに参加することで地域住民とコミュニケーションがとれるよう

になり、「支える側」から「支えられる側」になったひきこもり状態だった人等、町や

関係事業所との連携の中で、津別町が「優しい地域」を体現しつつあります。 

こうした取組が、一部の地域だけでなく、全町に広がっていくことを目指します。

今後も津別町社会福祉協議会と協働して、町内のひきこもり者の実態把握に取り組む

とともに、家族からの聞き取りや当事者との面談を通じて必要な支援策の検討を行い、

必要に応じて家庭訪問等を行います。 

また、アウトリーチ支援と並行し、令和 4年度から SNS を活用した相談窓口の開設

や、チラシを活用したひきこもりの方やそのご家族を対象とした相談窓口を周知して

います。今後は、ひきこもり支援推進事業を活用し、ひきこもり支援の窓口や事業内

容をより明確にしながら、支援体制を整えます。 

 

（５）多機関協働 

①第 2期の評価 

 単独の相談支援機関では対応が難しい、課題が複合・複雑化した世帯について、重

層的支援会議及び支援会議にて世帯の支援の方向性の整理等を行ってきました。令和

5年度は開催実績が少ないですが、令和 6年度は、12 月末時点で 13 回開催しており、

多機関協働による支援・協議を必要とする事案は少なくありません。 
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 一方で、コロナ禍開催できなかった「多機関の協働による包括的支援体制構築に伴

うネットワーク会議については、第 2期中開催に至りませんでした。今後は、関係機

関の連携強化、地域課題等の共有・意見交換ができる場として再開する必要がありま

す。 

なお、令和 5年度の実績は以下のとおりです。 

項目 令和 5年度 

支援会議・重層的支援会議の開催数 

相談員支援会議の開催数 

2 回 

9 回 

 

②目標 

 今後も重層的支援会議及び支援会議を継続開催し、複数の相談支援機関等相互間の

連携により、課題の解きほぐしや関係機関間の役割分担を図り、各支援機関が円滑な

連携のもとで支援できるよう支援体制の整備を行います。 

 多機関の協働による包括的支援体制構築に伴うネットワーク会議については、「代

表者会議」的な位置づけにより開催し、関係機関の連携強化に努めます。 

 

③取組概要 

 多機関協働で取り組む事例は、複合的な課題を抱え、前述（１）属性を問わない相

談支援（包括的相談支援事業）等だけでは支援が困難な相談者に対して、町内のネッ

トワークを構築し、支援機能を高めて対応します。支援機関の役割分担や全体の支援

の方向性を定めるためプランを作成し、その共有及びモニタリングのため、「重層的

支援会議」「支援会議」を開催します。 

 

図表 5 多機関協働での取組概要 

 

項目 内容 

担当部局 保健福祉課 

多機関協働に取り組む機関・構成

員 

「多機関の協働による包括的支援体制構築に

伴うネットワーク会議」のメンバー（詳細は

次ページ） 

重層的支援会議及び支援会議の開

催形態 

随時。事例に応じて上記ネットワーク会議か

ら随時メンバーを招集する。 
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図表 多機関協働事業の支援フロー 
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５）関係機関の一体的な連携に関する事業 

 

（１）関係機関の情報連携 

 関係機関の情報連携については、平成 30 年度より取り組んでいる「多機関の協働

による包括的支援体制構築に伴うネットワーク会議」の構成メンバー（下表）を母体

とし、継続的に運営していくこととします。また、ネットワーク会議に関する機能と

しては大きく２点掲げます。 

機能１）地域づくりに関する議論（提言） 

  メンバーの業務を通じて、また、個別支援を通じて表出された町内の地域課題、

及び新たな社会資源の創出等地域づくりに関する議論を行い、必要に応じて提言を

とりまとめることとします。 

機能２）町内の相談スキルアップ 

メンバー構成員が属する職員全体を対象に、本事業の理念や津別町の目指すとこ

ろを共有しつつ、町内で従事する相談支援員のスキル向上を目的に、研修会等を実

施します。 

ネットワーク会議の開催回数としては、年１回以上開催することを目標とします。 

 

図表 6 「多機関の協働による包括的支援体制構築に伴うネットワーク会議」構成メ

ンバー 

1 津別町特別養護老人ホームいちいの園 17 広域相談サロンくらしネットオホーツク  

2 津別町居宅介護支援事業所 18 津別町民生委員児童委員協議会 

3 津別町デイサービスセンター 19 津別町自治会連合会 

4 丸玉木材株式会社 津別病院 20 旭町第 3自治会 ぽっと 

5 グループホーム ほのぼの 21 活汲中央自治会 ぽっと 

6 ケアハウス つべつ 22 豊永第３自治会 ぽっと 

7 夢ふうせん ののか・ほんき 23 緑町第２自治会 ぽっと 

8 株式会社 びーと 24 美幌警察署津別派出所 

9 NPO 法人津別町手をつなぐ育成会 25 美幌・津別広域事務組合津別消防署 

10 津別町地域包括支援センター 26 津別町障がい者相談支援事業所 

11 津別町社会福祉協議会訪問介護事業所 27 津別町要保護児童対策地域協議会 

12 オホーツク総合振興局社会福祉課 28 北見地域基幹相談支援センターささえーる 

13 北見保健所 
 大阪公立大学大学院現代システム科

学研究科 

14 北見児童相談所  一般社団法人 北海道総合研究調査会 

15 オホーツク若者サポートステーション  津別町社会福祉協議会 

16 生活困窮者自立センターふくろう  津別町保健福祉課 
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（２）重層的支援会議の実施方法 

 

① 役割 

重層的支援会議は 、大きく分けて次の５つの役割を果たします。 

① 要支援当事者の現状と課題の共有 

多機関の専門職がそれぞれの知見をもとに現状や課題を協議。支援者が、当

事者のエンパワメントや世帯としてみる必要性等を学ぶ。 

 

② プランの適切性の協議 

多機関協働事業、参加支援事業 、アウトリーチ等を通じた継続的支援事業に

おいて作成したプランについて、自治体や、適切な支援関係者が参加して合議

のもとで適切性を判断する。 

 

③ 支援提供者によるプランの共有 

支援提供者が、支援方針、支援内容、役割分担等について共通認識を醸成し、

これを了承する。本人が抱える課題と設定した目標等を共有し、支援提供者の

役割を明確化する。 

 

④ プラン終結時等の評価 

プラン終結時等においては、支援の経過と成果を評価し、各事業の支援を終

結するかどうかを検討する。 

 

⑤ 社会資源の充足状況の把握と開発に向けた検討 

個々のニーズに対応する社会資源が不足していることを把握した場合には、

地域の課題として位置づけ、社会資源の開発に向けた取組を検討する。 

 

② 開催方法 

 開催方法としては、個別事例に応じて随時開催とします。事例に応じて上記ネット

ワーク会議から随時メンバーを招集することとします。 

 また、開催のタイミングは、以下の１）～４）において開催します。 

多機関協働事業や参加支援事業アウトリーチ等を通じた継続的支援事業による、 

 １）プラン策定時 

 ２）再プラン策定時 

 ３）支援の終結時 

 ４）支援の中断時（※支援の中断時は、本人と完全に連絡が取れなくなったときに

判断します） 

 

このほか、支援の進捗状況の把握やモニタリングのタイミング等、支援を円滑に進
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めるために必要と考えられる場合には適切に開催することが求められます。なお、そ

のような場合には、重層的支援会議としてではなく、ケース会議や事例検討といった

形態で適宜開催することも考えられます。 

なお、重層的支援会議は本人同意が得られた場合に開催しますが、同意が得られな

い場合でも「支援会議」を開催し、可能な限り情報共有や支援方針の検討ができるよ

う、関係機関との連携のもと支援体制の整備に努めます。 

 

図表 7 津別町における「支援会議」「相談員支援会議」「重層的支援会議」について 

 支援会議 相談員支援会議 重層的支援会議 

目的 ・地域生活課題を抱え

る地域住民に対する

支援を図るために必

要な情報の交換 

・地域生活課題を抱え

る地域住民が地域に

おいて日常生活及び

社会生活を営むのに

必要な支援体制に関

する検討 

・町内の各相談窓口の

持つ情報の共有 

・支援困難事例の多機

関協働推進フォロー 

・支援者のバックアッ

プ 

複雑化した事例に対し

多機関でアプローチす

ることにより、支援の

方向性を調整し、円滑

なネットワークを構

築、継続的支援、参加支

援事業につなげていく 

参加者 相談支援包括化推進

員、専門職（各相談窓口

の相談員）、「ぽっと」に

関わる地域住民 

相談支援包括化推進

員、専門職（各相談窓口

の相談員） 

相談支援包括化推進

員、専門職（各相談窓口

の相談員）、「多機関の

協働による包括的支援

体制構築に伴うネット

ワーク会議」構成メン

バー 

対 象 と

な る 事

例 

「気になる」事例イメ

ージ 

・同居家族に気なると

ころがある 

・以前と比べて物忘れ

や怒りっぽくなった 

・片付けができなく足

の踏み場がない 

・電気が止められてい

る 

・他の人との交流がな

単独な支援機関・部署では対応が難しい複雑化・

複合化した事例イメージ 

・A氏の収入がなく電気を止められ、A氏の妻と

子が実家に里帰りしていた。A氏の妻の実家の

父親も高齢で独居であり、A氏の妻も料理や片

づけがなかなかできていないようだが、全体

で困り感が薄いことから、将来、子どもが安心

して暮らせる環境支援が必要であり、A氏への

就労支援や年金手続き等から支援につなげ

た。 

・母子とも知的障がいがあり、子どもが支援学
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い 

・ひきこもり状態の人

が同居している 

・着ているものが汚れ

ていたり、においが

したり、痩せてきて

いる 

校を休みがちになり、卒業後の進路が決まら

ないが、母親も対応ができない状況のため、登

校の必要性や卒業後の就労までの道筋を再確

認し、就労移行支援につなげた。 

・３世代同居で父子家庭であり、介護を必要と

する祖母がいるが、父親の帰宅が夜中のため、

祖母の介護を孫である B さんが担っている。

家の中が片づけられておらず、祖母が這って

歩くスペースしか空いていない。Bさんも高校

受験で特別支援学校相当であるが、家族が送

迎等を行えない状況であるため、祖母を介護

サービスへ、Bさんを進路・学習・福祉サービ

ス支援につなげた。 

役割・協

議事項 

・気になる事案の情報

提供・情報共有 

・見守りと支援方針の

理解 

・緊急性がある事案の

対応 

各相談窓口で抱えてい

る事例や複雑困難ケー

スの情報共有、重層的

支援会議への提案時期 

プランの適切性 

支援の方向性の共有等

を実施 

・各支援機関の役割分

担 

開 催 頻

度 

事例に応じて 月１回 事例に応じて 

本 人 同

意 

不要（津別町支援会議

設置要綱に基づく） 

不要（津別町支援会議

設置要綱に基づく） 

必要 
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２ 安心して住み続けられる町づくり 

 ○ 「住み慣れたつべつで暮らし続けたい」と思うのは、誰もが願うことです。そ

のためには、医療の確保や健康づくり、介護・福祉サービスの充実、住民同士の

助け合い活動等が必要になってきます。そのため、「第 4章施策の展開と役割分

担」を確実に実行できるよう関係機関と連携した取組を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



88 

 

３ 成年後見制度利用促進に向けた取組（成年後見制度利用促進計画） 
 

１）計画策定の趣旨 

 

（１）計画策定の趣旨 

津別町の令和 6 年 9 月末現在の高齢化率は 45.3%で、高齢者のみの世帯は全世帯数

の 46％を超えています。加えて、知的、精神障がい者においては「親亡き後」が課題

となることが多い状況となっており、判断能力が不十分な人の権利を擁護する成年後

見制度の必要性が高まっています。 

これらの状況から、津別町では、成年後見制度の利用の促進に関する施策の総合的

かつ計画的な推進を図るため、成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成 28 年

法律第 29 号。以下、「法」という。）第 12 条第 1項に基づき、津別町成年後見制度利

用促進計画を策定します。 

 

（２）計画の位置づけ 

法第 14 条第 1 項において、市町村は、国の基本計画を勘案し、当該市町村の区域

における成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計画を定める

よう努めるものとされています。本計画は法における「市町村計画」として位置づけ

られるものです。 

本計画は、町の福祉分野における上位計画である「津別町地域福祉計画」と連動し

た計画とし、「津別町高齢者保健福祉計画・第 9期津別町介護保険事業計画」「第 4期

障がい者計画・第 7期障がい福祉計画・第 3期障がい児福祉計画」との整合性を図っ

ています。 

 

（３）計画期間 

今回策定する計画は、「津別町地域福祉計画」と合わせ、令和 7年度から令和 11 年

度までの 5か年とします。 

 

２）成年後見制度とは 

 

 成年後見制度とは、認知症や障がい等の理由で物事を判断する能力が十分でないこ

とによって、財産を侵害されたり、人間としての尊厳が損なわれたりすることがない

よう、家庭裁判所から選任された支援者（成年後見人等）により、法律的な支援を提

供する制度です。 

 成年後見制度は大きく分けて「法定後見制度」と「任意後見制度」の２種類があり
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ます。 

 

（１）法定後見制度 

本人の判断能力が不十分になった後、本人や親族等の申立てにより、家庭裁判所に

よって成年後見人等が選任されます。本人の判断能力に応じて、「後見」「保佐」「補

助」の３つの類型があります。 

 後見 保佐 補助 

対象となる

方 

日常生活で、判断能

力がほとんどない人 

日常生活で、判断能

力が著しく不十分な

人 

日常生活で、判断能

力が不十分な人 

代理権 
本人の財産に関する

すべての法律行為 

本人の同意を得た上

で、家庭裁判所が定

めた法律行為 

本人の同意を得た上

で、家庭裁判所が定

めた法律行為 

同意権・取

消権 

日常生活に関する行

為以外のすべての法

律行為（取消権のみ） 

日常生活に関する行

為以外の法律上定め

られた重要な法律行

為 

日常生活に関する行

為以外の、本人の同

意を得た上で家庭裁

判所が定めた法律行

為 

 

・代理権…成年後見人等が本人に代わって財産管理や契約等法律行為を行える権限 

・同意権…本人が契約等法律行為を行う場合には、成年後見人等の同意が必要である

という権限 

・取消権…成年後見人等の同意がないまま本人が法律行為を行った場合に、その法律

行為を取り消せる権限 

 

（２）任意後見制度 

本人に十分判断能力があるうちに、判断能力が低下した場合に備えて、あらかじめ

本人が選んだ人（任意後見人）に、代わりにしてもらいたいことを契約（任意後見契

約）で決めておく制度です。本人の判断力が低下した場合に、家庭裁判所で任意後見

監督人が選任されて初めて任意後見契約の効力が生じます。この手続きを申し立てる

ことができるのは、本人やその配偶者、四親等内の親族、任意後見受任者です。 
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（３）成年後見人等の職務 

成年後見人等の職務には、大きく分けて「身上保護」と「財産管理」があります。 

身上保護 

本人の生活を維持するための手続きや療養看護に関する契約等の

事務 

（具体例） 

・福祉サービスの契約 

・施設入所の契約 

・定期的な本人の生活の様子の把握  等 

財産管理 

本人の財産内容を正確に把握して財産目録を作り、本人の財産が保

たれるよう管理するための事務 

（具体例） 

・預貯金通帳や保険証券等の管理 

・年金や保険金等の収入の受け取り 

・本人に必要な経費の支払い     等 

 

 

３）成年後見制度を取り巻く津別町の現状 

 

（１）成年後見制度の相談に関する現状 

津別町では平成 26 年 10 月 20 日に後見実施機関の「津別町あんしん生活サポート

センター」（以下、センターとする。）を設置し、津別町社会福祉協議会に運営を委託

しています。 

センターでは、成年後見制度等の権利擁護に関する制度の利用支援や普及啓発、市

民後見人の養成や活動支援等の役割を担っています。これからも、津別町に住む方々

が、いつまでも住み慣れた地域で安心して生活できるよう、支援していきます。 

これまで成年後見制度の利用に繋がった事例として、本人や親族からの相談に加え、

町内の相談事業所、医療機関、金融機関からの相談がきっかけとなったケースもあり

ます。 

町内の相談事業所への聞き取りによると、介護サービスを利用している本人や親族

が成年後見制度について知っているケースは少なく、担当職員が紹介したことで成年

後見制度の利用に繋がる場合が多かったことがわかりました。 
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（２）成年後見制度の利用状況 

①申立支援件数                         【単位：件】 

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 計 

申立

支援

件数 

0 5 2 4 3 3 3 5 1 1 27 

 ※平成 25 年度は津別町地域包括支援センターが申立支援を行った。 

  ※平成 26 年 10 月からは後見実施機関が申立支援を行っている。 

 

②成年後見等受任状況（津別町あんしん生活サポートセンター） 

  〇個人受任（市民後見人 2名で受任。社協との複数後見の場合は 1名） 

   後見類型：2件 保佐類型：3件(うち、2件は社協との複数後見) 合計：5件 

  〇法人後見受任（市民後見人 1～2名が後見支援員として担当者と共に活動） 

   後見類型：3件 保佐類型：6件 合計：9件 

 

（３）市民後見人の活動状況 

個人受任 7名、法人後見支援員 3名が活動中で、ケースによって月に 1～4回訪問。 

生活相談、金銭管理支援、郵便物管理、報酬申立支援、面談後に記録作成をしてい

ます。 

 

（４）日常生活自立支援事業・津別町ほっと暮らしサポート事業の利用状況 

①日常生活自立支援事業 

平成 26 年から津別町社会福祉協議会が北海道社会福祉協議会から受託して実施

しています。この事業は、認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者等のうち、

判断能力が不十分だが契約可能な方が地域において自立した生活が送れるよう、利

用者との契約に基づき、福祉サービスの利用援助等を行うものです。現在の利用者

は 1名です。 

  

 ②津別町ほっと暮らしサポート事業 

津別町社会福祉協議会の独自事業として実施しています。この事業は、成年後見

制度の利用に繋がるまでの期間、本人の通帳や印鑑の保管、公共料金等の支払い支

援を行うものです。現在の利用者は 3名です。 

 

（５）成年後見制度利用支援事業の利用状況 

老人福祉法、知的障害者福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に基づ
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き、「福祉の向上を図るために成年後見人等の選任が必要であると判断したとき」に

は、首長が成年後見制度の審判申立を行うことができます。 

津別町では平成23年3月から津別町成年後見制度利用支援事業を実施しています。

この事業は町長申立を行う場合において必要な事項を定めるとともに、成年後見制度

の利用に係る費用負担が困難な人に対し、その費用を助成することで成年後見制度の

利用を支援することを目的としています。 

 

 ①町長申立利用状況                       【単位：件】 

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 計 

町長 

申立 
2 0 0 1 0 0 2 0 4 9 

 

 ②成年後見人等の報酬に対する助成利用状況           【単位：件】 

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 計 

報酬 

助成 
0 0 3 4 1 1 1 1 0 11 

 

（６）津別町あんしん生活サポートセンター運営協議会の実施状況 

 

  津別町あんしん生活サポートセンター運営協議会設置要綱に基づき、定例で年 1

回、協議事項がある場合はその都度、運営協議会を実施しており、弁護士、司法書

士、社会福祉士等の専門職の視点から、後見事務に関してのご助言をいただくこと

を目的としています。 

 

 

４）成年後見制度利用促進に関する課題 

 

津別町の高齢化率が年々増加していることから、認知症等判断能力が低下し、金銭

管理、日常生活の支援が必要な状態の高齢者が増加していくことが推測されます。 

また、これまで障がい者の金銭管理等の支援を親が行っていた場合、「親なき後」に

支援者が不在となることが考えられます。このことから、今後、支援を必要とする人

が増加することが予想されます。 

さらに、成年後見制度や相談窓口の認知度が低いため、利用の促進に向けて、更な

る周知や啓発、制度への理解を深めることが重要となります。 
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５）成年後見制度利用促進に当たっての基本目標及び具体的な取組 

 

第 3 期津別町地域福祉計画では、基本理念として「助け合い見守りで 安心して住

み続けられるまち つべつ－誰もが楽しく健やかに－」を掲げ、地域の人が手を取り

合い、楽しく笑いあいながら住み慣れた地域で安心して住み続けられる町を目指して

います。 

津別町では、この理念に基づき、地域の実情に応じた成年後見利用の促進を図り、

専門職団体との連携や市民後見人の養成を実施していきます。 

 

（１）基本目標 

基本目標１ 成年後見制度を必要とする人が安心して利用できる体制を整備する。

基本目標２ 権利擁護支援の地域連携ネットワークを構築する。 

 

（２）具体的な取組 

 ①成年後見制度及び任意後見制度の周知・啓発 

  成年後見制度や制度を利用するための相談窓口等、成年後見制度の利用促進のた

めに必要な内容について、パンフレット作成・配布や研修会、講演会等にて広報活

動を行います。 

  また、任意後見制度の利用促進を図るため、成年後見制度の周知に併せて任意後

見制度の周知・啓発に取り組みます。 

 

 ②相談窓口の早期対応・関係機関との連携強化 

  津別町役場保健福祉課（福祉係、高齢者相談係）と津別町あんしん生活サポート

センターが窓口となり、成年後見制度の利用等に関する相談を受け付けます。また、

必要に応じて、専門職団体や法テラス等関係機関と連携しながら相談対応を行いま

す。 

 

 ③成年後見制度利用支援事業の実施 

  成年後見制度を利用するにあたって費用を負担することが困難な人に対し、成年

後見人等の助成を実施し、安心して制度利用ができるよう支援します。また、本人

または親族による成年後見制度の申立てが期待できない状況の人であっても、制度

を利用することができるよう、町長による後見開始等の申立てを行い本人の権利擁

護支援を図ります。 

    

 ④中核機関による受任者調整（マッチング） 
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 成年後見制度の申立て事案について、北見地域成年後見中核センター(以下「中

核機関」という。)が実施する審査検討会（弁護士、司法書士、社会福祉士等の専

門職委員が参集し、適切な後見人候補者の選考、家裁への推薦等、受任調整に関す

る審議を行う会議）に出席し、後見人等に適切な職種や団体が選任されるよう情報

提供を行います。 

 

⑤担い手の育成・活動の促進 

  これまで継続して行ってきた市民後見人の養成について今後も実施します。 

  市民後見人の方々には、受任に関わらず学習会等にて継続的なフォローアップを

実施し、個人受任、法人後見支援員、地域の支え合いのための活動、その他広報啓

発等に協力いただけるよう体制を構築します。  

  

⑥後見人等の支援 

  親族後見人や市民後見人への日常的な相談対応を行うとともに、専門職（弁護士

会、司法書士会、社会福祉士）から助言等協力が必要と思われる事案については、

専門職相談について調整し、利用者、後見人等が適切に成年後見制度を利用・支援

できるようにします。 

  また、専門職後見人が他の関係機関との連携が必要な場合、より円滑に連携が進

むよう、地域資源等について情報提供する等協力体制を構築します。 

 

 ⑦本人を後見人等とともに支える「チーム」による対応 

  権利擁護支援が必要な人について、本人の状況に応じ、後見等開始前においては

本人に身近な親族や福祉・医療・地域の関係者が、後見等開始後はこれに後見人等

が加わる形で「チーム」としてかかわる体制づくりを進めます。 

本人を支える「チーム」が協力して日常的に本人を見守り、本人の意思や状況を

継続的に把握し、意思決定支援・身上保護を重視した成年後見制度の運用ができる

支援体制を確保していきます。 

 

 ⑧地域における「協議会等」の体制づくり 

  地域連携ネットワークの機能・役割が適切に発揮・発展できるよう、定住自立圏

における連携や、専門職団体等地域の関係者も含めて、地域課題の検討・調整・解

決に向けて協議する体制の構築に努めます。 
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６）計画の推進体制 

 

（１）庁内推進体制の整備 

  保健福祉課はもとより、庁内の様々な相談窓口で把握した町民の課題を適切に支

援につなぐことができるよう、より一層、関係課間の連携強化を図りながら、全庁

的な推進体制の整備と充実に努めます。 

 

（２）社会福祉協議会等との連携 

  津別町社会福祉協議会をはじめ、中核機関、家庭裁判所や専門職団体等、様々な

主体との連携を強化し、１人の人としての尊厳と権利が守られる地域共生社会の実

現に向けた取組を推進します。 
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第６章 計画の推進 
 

１ 推進体制の整備と計画管理 

 〇この計画を推進するためには、町民や関係団体等に計画内容を知っていただき、

行動してもらうことが必要です。このため、広報や出前講座等により、計画の周

知・浸透を図ります。 

 

 ○計画の着実な推進を図るため、庁内の横断的な連携を進め、計画推進に係る情報

や資源等の共有を図ります。そのうえで、町の保健福祉課・社会福祉協議会で構

成する地域福祉関係連絡会議で推進に向けての具体的な方策等を検討し、各関係

機関と連携した取組を進めていきます。 

 

○町民・事業者・町・社会福祉協議会の協働による計画の推進 

  地域福祉を推進するためには、町民・事業者・町がそれぞれの立場で知恵を出

し合い、力を発揮することが重要です。 

まず、様々な地域での課題解決のために、ともに手を携え解決策を見つけて行

動することが、誰もが安心して暮らし続けられるまちの実現の第一歩です。 

 

（１）町民の役割 

 町民一人ひとりが地域福祉についての理解を深めるとともに、私たち自らが地 

域を構成する一員であることを認識することが必要です。 

  身近なところで何ができるのかを考え、ともに支え合いながら、自主的な地域 

活動の実践により地域福祉を実現することが期待されます。 

 

（２）事業者の役割 

  福祉サービスの供給主体として町民の多様なニーズに応えるとともに、利用者 

の意向を十分に尊重し、サービスの質の向上に努めるとともに、他のサービスと 

の連携により総合的なサービス提供に取り組むことが求められています。 

 

(３）町の役割 

 町は、本計画に掲げる施策を総合的に実施し、地域福祉の推進に努める必要が 

あります。 

 町民及び事業者の地域福祉に関する活動に対し、その自発性を尊重するととも 

に、町民が主体的に地域活動に参加できるよう、多様な参加機会や情報の提供な 

どを行います。 

 町職員一人ひとりが意識を持ち、地域社会の構成員であることを認識して、常 
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に研鑽を重ねて町民の信頼を得ることが必要です。 

 住民とともに協力し、お互いに支え助け合う町民と協働する職員の育成に努め 

ます。 

 

（４）社会福祉協議会との連携による事業の推進 

 社会福祉協議会は、平成 12 年の社会福祉法改正により、地域福祉を推進する中 

心的な団体として位置付けられました。 

 本計画の基本理念・基本目標を実現するためには、地域活動への幅広い町民参 

加をはじめとして、計画の各分野で社会福祉協議会が大きな役割を担うことが期 

待されます。 

 そのため本計画は、町が策定する地域福祉計画と社会福祉協議会がつくる地域 

福祉実践計画を一体的に策定したもので、事業実施にあたっては相互に連携しな 

がら、計画の実現を目指します。 

 

○計画の進行管理 

  

 本計画の進行管理を行うため、町民の代表で構成された「地域福祉計画策定委

員会」において、進捗状況の評価・見直しを行うＰＤＣＡサイクル手法を用いて

年度ごとの進捗状況を把握・評価し、その後の計画の推進に反映します。 

 

 

 

・ＰＤＣＡサイクル・・・Ｐｌａｎ（計画）→ ＤＯ（実行）→ Ｃｈｅｃｋ（評価）→ 

Ａｃｔｉｏｎ（改善）のサイクルを繰り返し行うことで、継続 

的な業務の改善を促す技法。 
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